
１ １か月予報システムの更新 

1.1 １か月アンサンブル予報システムの更新 

1.1.1 １か月アンサンブル予報システムの変更

の概要1 

 １か月アンサンブル予報システム（以下、１か

月 EPS）は、1996年３月の現業化以降、数値予報

モデルの高解像度化と物理過程の改良、初期摂動

の作成手法の改良やメンバー数の増強などのアン

サンブル手法の改良が進められてきた（第 1.1.1

表）。 

本項では、2014年３月に実施した１か月 EPSの

変更の概要を記す。以下、変更前のシステムを

V1103（平井 2013）、変更後のシステムを V1403

と表記する。第 1.1.2表に V1103と V1403の仕様

の比較を示すので、参考にしていただきたい。 

 

（１）全球数値予報モデルの変更 

 2013年４月に気象庁全球モデル(GSM)で現業化

されたモデル(GSM1304)を用いる。但し、水平解像

度は TL319（水平格子間隔約 55km）、鉛直層は 60

層でモデルトップは 0.1hPaである。以下に V1103

で用いていた全球数値予報モデルとの違いを示す。 

 

ア．水平解像度の高解像度化 

 水平解像度を TL159（水平格子間隔約 110km）か

ら TL319（同約 55km）へと高解像度化した。この

水平解像度の高解像度化により、総観規模擾乱や

ブロッキング高気圧の再現性の改善が期待される

（例えば、Jung et al. 2012）。また、これらの擾

乱の再現性の改善に伴い平均場の再現性の改善、

すなわち平均誤差の低減も期待される。用いる地

形データも高解像度化され、より細かい地形の構

造もモデルの中で考慮される。第 1.1.1図は、

TL159（変更前）と TL319（変更後）の日本周辺の

地形分布の模式図である。TL319の地形は TL159

と比べて、各地域の海岸線や地形がより詳細に表

現されていることがわかる。 

 

                                                           
1 平井 雅之、宮岡 健吾、佐藤 均、杉本 裕之、南 敦、
松川 知紘、高谷 祐平、新保 明彦 

イ．物理過程の変更 

 物理過程の主な変更は、層積雲スキーム及び積

雲対流スキームに関する変更である。以下に変更

の概要を示す。なお、他に陸面過程も週間 EPSと

同様の設定となるように変更している。 

 

(a)層積雲スキームの改良 

GSMには亜熱帯の大陸西岸海洋上に発生する海

洋性層積雲の再現性を向上させるために層積雲ス

キーム（川合 2004）を採用しているが、V1103で

用いている GSMでは水蒸気量が少なくても層積雲 

 

(a) TL159 

 
(b) TL319 

 

 
第 1.1.1図 モデルに与える地形分布の模式図

（日本付近） 

(a)TL159（水平格子間隔約 110km）、(b)TL319（同

約 55km）。V1403は(b)の地形分布を用いている。 
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第1.1.1表 １か月アンサンブル予報システムの更新履歴（2014年３月現在） 

運用開始 
年/月 

大気モデル アンサンブル手法 備考 

解像度 
括弧()内は
上端 

バージョン1 メンバ
ー数2 

手法 

1996/3 
 

T63L30 
(10hPa) 

GSM9603 
 

10 SV法 （気象庁予報部 1996） 
・力学的予報開始 

1997/1 T63L30 
(1hPa) 

同上 同上 同上 （気象庁予報部、気候・海洋気象部 1997） 

2001/3 T106L40 
(0.4hPa) 

GSM0103 
(松村 2000) 

26 BGM法 
(北半球域) 

（萬納寺と前田 2001） 
・物理過程の大幅な更新、解像度増強 

2002/2 同上 同上 同上 BGM法 
(北半球域 
+熱帯域) 

・熱帯への初期摂動の導入（経田 2002） 

2002/4 同上 同上 同上 同上 ・陸面解析開始（徳広 2003） 

2003/4 同上 同上 同上 同上 ・マイクロ波放射計SSM/Iによる積雪解析の
利用開始 

2003/6 
 

同上 GSM0305 
(中川 2004) 

同上 同上 （新保ほか 2003） 
・積雲対流スキームの改良 
（対流性下降流の精緻化；中川 2004） 
・積雪面アルベド変更 

2005/3 同上 GSM0407 同上 同上 （気象庁気候・海洋気象部 2005） 
・雲氷落下スキームの改良、層積雲スキーム
の導入（川合 2004） 
・氷床アルベド変更（平井と坂下 2005） 

2006/3 
 

TL159L40 
(0.4hPa) 

GSM0603C 
(北川 2006) 

50 同上 （気象庁地球環境・海洋部 2006） 
・統一モデルの導入 
・セミラグランジュ法の導入 
・晴天放射スキームの改良 
・境界値としてCOBE-SST利用開始 
・メンバー数増強 

2007/3 
 

同上 GSM0711C3 

(北川 2007) 
同上 BGM法 

(北半球域 
+熱帯域) 
熱帯の初期 
摂動を改良 

・異常天候早期警戒情報開始4 
・積雲対流スキームの改良（DCAPEによるト
リガー関数の導入） 
・晴天放射スキームの改良（水蒸気短波吸収
の改良） 
・エーロゾル気候値の更新 
・熱帯初期摂動の作成手法の改良(Chikamoto 
et al. 2007) 

2008/3 
 

TL159L60 
(0.1hPa) 

GSM0801C 
(気象庁予報
部 2007) 

同上 同上 （気象庁地球環境・海洋部 2008） 
・鉛直解像度増強 
・積雲対流スキームの改良（DCAPEの評価法
の改良; 気象庁 2007） 
・重力波抵抗スキームの定数変更及びハイン
ドキャスト向け陸面初期値の改良 

2009/3 同上 同上 同上 同上 ・ハインドキャスト実験期間の延長 

2011/3 同上5 GSM1011C 
(岩村 2008) 

同上 同上 ・エーロゾル気候値の更新 

2014/3 TL319L60 
(0.1hPa) 

GSM1304 同上 BGM法 
(北半球域 
+熱帯域) 
+確率的物理
過程強制法 

・境界条件（海面水温と海氷）の改良 
・確率的物理過程強制法（米原 2010）の導
入 
・層積雲スキームの改良（下河邉と古河 
2012） 

1 大気モデルのバージョンとして、１か月アンサンブル予報システムの基となる全球モデル(GSM)が現業運用さ
れた年月を４桁の数字として示す。ただし、2006年３月のシステムでは、時間積分法としてセミラグランジュ
法を導入している点がGSMと異なる。また、2006年３月から2011年３月までは、物理過程の一部がGSMと異な
るため、末尾に添え字Cを付けて表記する。 

2 実際には連続する２日間の予測結果を組み合わせており、ここでは組み合わせたメンバー数の総和を示す。 
3 2007年11月のGSMの更新に先行して１か月アンサンブル予報システムが更新された。 
4 2007年３月からの１年間は関係機関の協力を得て試行。2008年３月以降、一般への情報提供を開始。 
5 以降、適合ガウス格子。 
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スキームが発動し過剰に下層雲を生成することが

あった。そこで、層積雲スキームの発動条件に相

対湿度を考慮する改良が 2012年 12月に GSMに導

入された。１か月 EPSにも今回の更新で導入した。

変更内容の詳細は、下河邉と古河(2012)を参照い

ただきたい。 

 

(b)積雲対流スキームにおけるトリガー関数のし

きい値の変更 

GSMには、積雲対流スキームの発動を判別する

トリガー関数 DCAPE2が導入されており、各格子に

おいて、DCAPE > -0.01×（640/東西格子数）

(J/kg/s)を満たす場合に、その格子にて積雲対流

                                                           
2 DCAPEは力学過程による CAPEの時間変化率で定義さ
れ、物理的には大規模場の移流による CAPEの時間変化

率を意味する。GSMの積雲対流スキームでは、その発動

の条件に DCAPEを用いている。 

スキームが発動可能としている。１か月 EPSへの

トリガー関数の導入は 2007年３月に行われたが、

その際に DCAPEのしきい値を低解像度向けのモデ

ルに適するように 0とした。今回の更新ではモデ

ルの水平解像度が高解像度化されたこと、今後の

週間アンサンブル予報システム（週間 EPS）との

統合（第 1.1.3項）を考慮し、DCAPEのしきい値

を GSM及び週間 EPSと同じ設定にした。これによ

り、V1103に比べて V1403の方が積雲対流スキー

ムは発動しやすい設定となった。 

 

（２）境界条件の変更 

ア．海面水温及び海氷データの高解像度化 

これまでの１か月 EPSでは、全球海面水温解析

(COBE-SST; Ishii et al. 2005)に基づく海面水温

及び海氷を境界条件に用いていた。V1403では、

気象庁海洋気象情報室が作成する全球日別海面水

第 1.1.2表 １か月アンサンブル予報システムの仕様 

 変更前（V1103） 変更後（V1403） 

更新年月 2011年３月 2014年３月 

モデル バージョン1 GSM1011C2 GSM1304 

解像度 TL159L60（上端:0.1hPa） TL319L60（上端:0.1hPa） 

初期条件 大気初期条件 全球速報解析 

陸面初期条件 オフライン陸面解析 

境界条件 海面水温 COBE-SST解析値（前日）に基づき、 

予測期間中は初期偏差持続 

MGDSST解析値（前日）に基づき、 

予測期間中は初期偏差持続 

海氷3 COBE-SST気候値 日別海氷データセット解析値 (前日)に基づ

き、予測期間中は初期の海氷密接度偏差及び

海氷域面積偏差から統計的に推定 

気候値 海面水温 COBE-SST気候値（日別） 

（1979-2004年（26年）） 

MGDSST気候値（日別） 

（1982-2010年（29年）） 

海氷 COBE-SST気候値（日別） 

（1979-2004年（26年）） 

日別海氷データセット気候値（日別） 

（1981-2010年（30年）） 

エーロゾル4 気候値(atod0902) 

アンサンブル手法 BGM法（北半球域＋熱帯域） 

＋LAF法（１日ごと） 

BGM法（北半球域＋熱帯域） 

＋確率的物理過程強制法 

＋LAF法（１日ごと） 

メンバー数 50（25×2初期時刻） 

 
1 大気モデルのバージョンとして、１か月アンサンブル予報システムの基となる全球モデル(GSM)が現業運用

された年月を４桁の数字として示す。 
2 オリジナルの大気モデルに対し、１か月アンサンブル予報システム向けに物理過程の一部を変更している

（本文参照）。 
3 モデルでは、部分海氷格子（格子内に海氷域と開水域が共存している状態）は考慮せず、海氷密接度 55%を

しきい値として海氷の有無を判別している。 
4エーロゾルの光学的厚さの月別気候値。括弧( )内の文字列はデータのバージョンで、作成年月による４桁の

数字で示す。 
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温解析（MGDSST; 栗原ほか 2006）及び日別海氷デ

ータセット (Matsumoto et al. 2006)を海面水温

及び海氷の境界条件に用いる。これにより、１か

月 EPSに用いられる海面水温と海氷の水平解像度

は 1.0度から 0.25度へ高解像度化される。

COBE-SSTは現場観測データによる海面水温解析

であるのに対し、MGDSSTは解析に衛星観測データ

（AVHRR及び AMSR-E）を用いることで、空間的な

高解像度化を図っている。COBE-SSTと MGDSSTの

特性の違いについては第 1.1.2項を参照していた

だきたい。 

 なお、海面水温と海氷の気候値の統計期間は、

平年値期間と同じ 1981～2010年の 30年間にする

ことを基本とする。但し海面水温については、

MGDSSTの利用可能期間を考慮し、1982～2010年の

29年平均を気候値として使用することとした。 

 

イ．海氷域推定手法の改良 

GSM及び週間 EPSでは、モデルに境界条件とし

て与える海氷について、予測期間中に初期の海氷

密接度偏差が同じ大きさで持続すると仮定してい

る。しかし、この方法を１か月先まで適用すると

予測２週目以降では不自然な海氷域となり得るこ

とから、従来の１か月 EPSでは海氷域として気候

値を与えてきた。一方、最近は北極域の海氷域の

減少が北半球の大気循環場へ影響を与える可能性

が指摘されており、このような海氷域の年々の分

布の違いを考慮した、より適切な海氷域を１か月

EPSの境界条件として与えることが課題となって

いた。 

そこで、今回の更新では、予測期間中の海氷域

として、海氷密接度と海氷域面積の２つの初期偏

差に基づく推定値（第 1.1.2項）を用いることに

する。海氷域の推定手法の概要は次の通りである。 

 

(a)予測 14日目まで 

海氷密接度の初期偏差を用いて求めた海氷

域を基準として、初期の海氷域面積偏差と一致

するように過去の海氷出現頻度の統計を用い

て海氷域を修正。 

 

(b)予測 15日目以降 

予測対象日の前日の推定された海氷域を基

準として、海氷域面積の初期偏差と一致するよ

うに過去の海氷出現頻度の統計を用いて海氷

域を修正。 

 

この推定手法の導入により、１か月先までの海

氷域の推定精度は従来利用してきた気候値と比べ

て季節を通して改善するとともに、大気の１か月

先の予測精度についても、海氷域の年々変動の大

きい夏と秋に改善が期待される（第 1.1.2項）。 

 

（３）アンサンブル手法の改良 

V1403では、モデルアンサンブルの一つである

確率的物理過程強制法(Buizza et al. 1999)を導

入した。これは、週間 EPSには既に 2010年 11月

に導入されている（米原 2010）。モデルアンサン

ブルは、モデルの不完全性を考慮するアンサンブ

ル手法で、数値予報モデルの中でも比較的不確実

性が大きい物理過程に着目することが多い。確率

的物理過程強制法は、予報モデルの物理過程で計

算した予報変数（気温、比湿、風）の時間変化率

を、ある一定の幅でランダムに変化させる手法で、

初期摂動のみ考慮した従来のアンサンブル予報に

おけるスプレッドの過小傾向の軽減など、確率予

測の改善が期待される。 

 初期摂動の作成手法は、今回の更新では変更し

ない。すなわち、摂動は成長モード育成法

（Breeding of Growing Mode method; BGM法） 

（Toth and Kalnay 1997; 経田 2000）により作成

する。摂動は北半球の中・高緯度 (20̊N～90̊N)

と熱帯 (20̊S～20̊N)のそれぞれの領域に対して

求め、両者の摂動を組み合わせて解析値に加え、

複数の初期値を生成する。中・高緯度に関しては

500 hPa高度、熱帯に関しては 200 hPaの速度ポ

テンシャルの誤差成長をもとに摂動を求める。な

お、成層圏上部に大きな摂動が求まる場合に、そ

の大きな摂動の振幅を抑制する処理を加えている。

この抑制は、現在実行している BGMサイクルでは、
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対流圏におけるアンサンブル予測の妥当なスプレ

ッドを実現するために、対流圏で大きく成長する

成長モードを抽出することを想定してパラメータ

ーを設定していることに基づいている。 

 

（４）実行曜日と予報時間の変更 

 今回の更新では、１か月予報と異常天候早期警

戒情報の予報作業スケジュールの変更に伴い、１

か月予報システムの運用日も変更された（第

1.1.3表）。また、異常天候早期警戒情報向けの予

測時間を 17日から 18日へ延長した。これは、異

常天候早期警戒情報の発表日が祝日等と重なるこ

とにより発表日が通常の翌日になる場合でも全メ

ンバーの予測値を確保するためである3。 

 

（５）解析値と平年値、モデル統計値 

プロダクトに用いる解析（実況）値、平年値及

び変動度（標準偏差）と、系統誤差統計値及びモ

デル平年値（モデル統計値）の計算のための参照

データを、長期再解析/気象庁気候データ同化シス

テム(JRA-25/JCDAS; Onogi et al. 2007)から、平

成 25年に計算が完了した最新の「気象庁 55年長

期再解析」 (JRA-55; Kobayashi et al. 2015)に

変更した。JRA-55については第２章もご覧いただ

きたい。 

 モデル統計値は、ハインドキャスト（第 1.2節）

における初期日（年 36初期日）別に、初期時刻か

らの予報時間（リードタイム；日単位）ごとの統

計値とする。 

また、V1403では、高偏差確率のしきい値を気

                                                           
3 異常天候早期警戒情報の発表日を１日遅らせた場合
も、該当する配信資料の配信日は変更しない。 

候値の標準偏差の 0.5倍から 0.43倍（３か月予報

及び暖・寒候期予報プロダクト（季節予報プロダ

クト）と同様）に変更する。標準偏差の 0.43倍は、

正規分布を仮定した場合の「低い」「平年並」「高

い」の３階級に区分するしきい値に相当する。 

 

1.1.2 全球日別海面水温解析(MGDSST)の利用と

海氷初期偏差を考慮した海氷域推定手法の高度化

4 

（１）はじめに 

従来の１か月 EPSにおいて、数値予報モデルの

境界条件として与える海面水温や海氷域は

COBE-SSTをもとにしていた。2014年３月に実施し

た１か月 EPSの更新では、用いる海面水温をこれ

までの COBE-SST（水平解像度１度）から、GSM及

び週間 EPSで利用されている、より解像度の高い

MGDSST（同 0.25度）に変更した。また、海氷域も

MGDSSTと同じ解像度の海氷データを利用するこ

ととした。 

海面水温は初期偏差を利用した推定値を与える

一方で、海氷域はこれまで気候値を与えてきた（平

井 2013）。近年、地球温暖化等の影響により、特

に北極域では海氷面積の減少傾向が顕著であり

（気象庁 2014）、気候値による海氷域では近年の

海氷域面積の減少傾向を適切に予測へ反映するこ

とができない。さらに、最近の研究では、北極海

の海氷分布が北半球の大気循環場に影響を及ぼす

可能性についても指摘されている（例えば、Honda 

et al. 2009; Inoue et al. 2012）。これらのこと

から、初期の海氷域の状況から予報期間中の海氷

域を推定し、それを境界条件として１か月予報モ

デルを駆動すれば、予報精度の更なる向上が期待

される。 

以下、MGDSSTの概要、海氷域の定義について述

べ、COBE-SSTと MGDSSTの海面水温解析の特性の

違いについて記述する。そして、１か月予報モデ

ルで使用する海氷域推定手法について記述し、最

後に、MGDSSTの海面水温と今回開発した手法で推

                                                           
4 杉本 裕之、高谷 祐平、宮岡 健吾、長澤 亮二（現在、
数値予報課）、新保 明彦 

 

第1.1.3表 今回の更新における１か月予報システ

ムの運用の変更 
 

目的 １か月予報 異常天候 

早期警戒情報 

初期時刻 水・木 (12UTC) 

→火・水 (12UTC) 

日・月(12UTC) 

→土・日(12UTC) 

予報時間 34日（変更なし） 17日→18日 
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定した海氷域を１か月 EPSの境界条件として与

えた場合のインパクト調査について示す。 

 

（２）MGDSSTの概要と海氷域の定義 

今回使用した海面水温は、気象庁海洋気象情

報室が作成している MGDSSTの日別データセッ

トで、解像度は緯度、経度方向ともに 0.25度で

ある。海氷密接度も、同じく気象庁海洋気象情

報室が作成している日別データセットであり、

日々の高緯度域の MGDSSTの推定にも利用され

ている。 

GSM及び週間 EPSでは、海氷密接度が 55%以上

の海域を海氷域と定義し、数値予報モデルの境

界条件として用いている（野村 1996）。１か月

EPSでも同様である。なお、このしきい値で計

算された海氷域はマニュアルの解析における海

氷の有無の判別とよく一致することが示されて

いる(Nomura 1995)。 

今回の調査における気候値等の統計期間は、

用いたデータの利用可能期間を考慮し、海面水

温は 1982～2010年の 29年、海氷密接度は 1981

～2010年の 30年とした。 

 

（３）COBE-SSTと MGDSSTの特性の違い 

COBE-SSTと MGDSSTの特性の違いを理解する

ため、まず、海面水温の気候値分布を比較する。

第 1.1.2図は１月、４月、７月、10月の COBE-SST

と MGDSSTの月平均海面水温気候値の差である。

熱帯から中緯度にかけては、おおむね COBE-SST

と MGDSSTの差は小さい。但し、水温フロント付

近や現場観測の少ない海域で、解像度や衛星デ

ータの有無の違いなどの影響により、年間を通

じて符号及び分布の似た差がみられる領域もあ

る。一方、高緯度では、海氷縁付近で MGDSST

の方が COBE-SSTよりも海面水温気候値として

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

第1.1.2図 COBE-SSTとMGDSSTの月平均海面水温

気候値の差[K] 

上から１月、４月、７月、10月。差は MGDSSTから

COBE-SSTを引くことで求めた。気候値の統計期間

は 1982～2010年（29年）。 
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低い傾向がある。これは、海氷域の海面水温は、

海氷密接度と海面水温との間の関係式を用いて海

氷密接度から求めたデータが使用されているが、

その式が両者で異なるためである。 

 次に、海面水温を境界値としてモデルに与える

際に海面水温初期偏差を考慮することから、その

初期偏差の日々の変動について両者の違いを調査

するため、海面水温偏差の前日との差の二乗平均

平方根の分布を第 1.1.3図に示す。第 1.1.3図よ

り、日々の変動は全体的に MGDSSTのほうがやや小

さいことがわかる。他の年代についても同様の比

較を行ったところ、両者とも古い年代ほど日々の

変動が大きい傾向があったが、MGDSSTのほうが

日々の変動がやや小さい傾向は年代によらずみら

れた（図略）。 

 

（４）海氷域推定手法とその精度 

初期の海氷域の状況から、その後の海氷域を推

定する手法として、①海氷密接度の偏差を利用す

る手法と、②海氷域面積の偏差を利用する手法、

が挙げられる。前者は GSM及び週間 EPSで用いて

いる手法である。一方、後者は、海氷出現頻度に

基づいて海氷域の平年値を求める場合や、将来気

候予測計算での大気モデルの境界条件として海氷

密接度分布を求めるとき(Mizuta et al. 2008)に

使用されている。 

 ここでは、まず上述の２つの方法で 2010年結氷

期の北極域を一例に、2010年 10月１日初期日の

１か月間の海氷域を推定した場合の特徴を説明す

る。この事例を選んだ理由としては、９月の極小

期から結氷期にかけては年々の変動が大きいため

に推定誤差が大きくなる傾向があること、及び

2010年夏季の海氷面積が著しく小さかったこと

により、各推定手法の特徴を把握しやすいことが

挙げられる。次に、各手法の長所を活かして、１

か月予報用に最適化した海氷域推定手法について

記述する。最後に各推定手法の海氷域の精度を比

較する。 

 

ア．海氷密接度初期偏差による推定 

この方法は初期日の海氷密接度解析値と日々の

海氷密接度気候値を利用する。まず、初期日の解

析値と同日の気候値から海氷密接度初期偏差を求

める。その後、日々の気候値にこの初期偏差を加

えることによって海氷密接度分布を推定する。こ

うして推定した海氷密接度が 55%以上となる海域

を海氷域とする。 

 第 1.1.4図に、海氷密接度初期偏差を利用して

求めた海氷域の推定値と解析値の比較結果を７日

おきに 35日後まで示す。この図は推定値と解析値

の海氷域について、共通の海氷域を灰色、推定値

のみ海氷域（推定値が過剰）を青色、解析値のみ

海氷域（推定値が不足）を赤色で示している。つ

まり、赤色と青色の領域の面積の和が小さいほど、

両者の分布の違いが小さく、再現性が高いことを

示している。 

 

 

 

 
第 1.1.3図 海面水温偏差の前日との差の二乗平

均平方根分布[K]（2010年） 

上が COBE-SST、下が MGDSSTから求めたもの。 
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第 1.1.4図 海氷密接度初期偏差を利用して求めた海氷域と解析値の比較 

左上は初期の海氷域 （2010 年 10 月１日）で、中央上は 10 月８日、右上は 10 月 15 日、左下は 10 月
22 日、中央下は 10 月 29 日、右下は 11 月５日を対象。灰色は解析値と推定値ともに海氷域、赤色は解
析値のみ海氷域、青色は推定値のみ海氷域の領域を示す。 
 

 
第 1.1.5図 第 1.1.4図と同様、但し、海氷域面積初期偏差を利用して求めた海氷域と解析値の比較 

 

- 8 -



 この図からは、期間前半、おおむね２週目まで

は推定値と解析値の違いは海氷縁付近に限られ、

比較的精度よく推定できていることがわかる。し

かし、期間後半になると、海氷域内に不自然な「穴」

（灰色領域内の赤色領域）が見られるようになり、

これが期末まで残り続ける。この「穴」は海氷密

接度の初期偏差をそのまま持続させることによっ

て生ずるものである。例えば、海氷密接度初期偏

差が-45%未満の場合、気候値が 100%でも海氷域に

なることはなく、逆に+55%以上の場合、気候値が

0%でも海氷域として残り続ける。実際には、海氷

縁付近で気候値が 0%や 100%になることは多くな

いので、極端な偏差でなくとも海氷域にならなか

ったり、逆に海氷域として残り続けたりする。以

上から、海氷域面積が大きく変化する結氷期と融

氷期の推定期間後半は気候値よりも推定誤差が大

きくなる傾向があり、この方法の欠点と言える。 

 

イ．海氷域面積初期偏差による推定 

 海氷域面積初期偏差による推定手法では、海氷

出現頻度の分布を用いて海氷域を推定する。この

出現頻度分布は、1981～2010年の30年を対象に、

各格子点で日別に海氷域と分類された回数をカウ

ントすることで求める。しかし、このままでは各

格子点でのサンプル数が 30と少なく海氷域を推

定するには十分とは言えない。そのため、前後 15

日ずつ、合計 31日分を積算し、930サンプルを確

保した。こうして積算することによりサンプル数

の増加だけでなく、季節進行による海氷域の時間

変化をより適切に反映できるという利点もある。 

 海氷域面積初期偏差と海氷出現頻度分布を用い

て海氷域を推定する手法を以下に示す。まず、初

期の海氷域の面積を北極域と南極域についてそれ

ぞれ計算し、それらの面積の気候値からの偏差（面

積初期偏差）を求める。この面積初期偏差を維持

するように、初期の海氷域から順に、海氷出現頻

度に基づいて海氷域を追加・削減していく。すな

わち、結氷期（融氷期）には出現頻度の高い（低

い）海域から順に海氷域（開水域）に変更してい

くことで、海氷面積を調節し、その面積偏差が初

期偏差と等しくなるようにする。これを期末まで

繰り返していくことにより、１か月分の日々の海

氷域を推定することができる。 

 第 1.1.5図に、海氷域面積初期偏差による手法

により推定した海氷域の推定値と解析値の比較結

果を７日ごとに示す。先ほどの海氷密接度初期偏

差による推定の場合と異なり、この手法の長所は

期間後半に現れてくる。海氷出現頻度は高緯度ほ

ど高いため、高緯度側から順に海氷が増加し、低

緯度側から減少していく。つまり、平年の季節進

行と同様の海氷域の変化を表現することが可能で

ある。この例では、期間後半に海氷密接度初期偏

差による推定で海氷域の中に見られた「穴」が見

られず、自然な海氷域の分布となる。一方で、期

間前半では初期の海氷分布の偏りを無視して統計

的に海氷域を追加・削減するため、海氷密接度初

期偏差の大きい海域から海氷域の実際の分布との

差が生じ始め、比較的早い段階で誤差が大きくな

ることが多い。 

 

ウ．１か月予報用の海氷域推定手法 

 ここまでの結果から、１か月先までを対象とし

た海氷域の推定において、おおむね２週目までは

海氷密接度の初期偏差を利用した推定手法を用い

た場合、その後は海氷域面積の初期偏差を利用し

た推定手法を用いた場合に、海氷域の推定精度が

より高いと考えられる。この傾向は他の初期日に

おいても同様に見られた。そこで両者の方法を組

み合わせ、１か月先までの期間を通じて精度よく

推定できる手法を開発した。 

 まず、初期日から 14日目まで（期間前半）は海

氷密接度の初期偏差を固定して、15日目以降（期

間後半）は海氷域面積の初期偏差を固定して海氷

域を推定することを考える。しかし、このままで

は、期間前半は海氷域面積の制約がないため、海

氷域面積偏差が初期偏差から徐々に離れていく。

その後、15日目に海氷域面積を初期偏差に合うよ

うに海氷域を追加・削減するため、14～15日目の

海氷域の間に不連続を生ずることになる。 

このような不連続を防ぐため、期間前半は、海
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氷密接度の初期偏差を固定して海氷域を推定した

上で、海氷域面積偏差が常に初期偏差を維持する

制約を設けた。つまり、海氷密接度初期偏差から

推定した海氷域の面積を求め、この面積偏差が初

期偏差より小さい（大きい）ときには、海氷出現

頻度に基づいて海氷域を追加（削減）する。この

制約により、14～15日目の間の不連続を防ぐとと

もに、初期日から期末まで海氷域面積偏差が初期

偏差と等しい一定値を取るようにした。この推定

方法を模式的に示すと第 1.1.6図になる。 

第 1.1.7図に、この新しく開発した方法により

推定した海氷域の推定値と解析値の比較結果を７

日ごとに示す。第 1.1.7図を第 1.1.4図（海氷密

接度初期偏差を利用して求めた海氷域）と第

1.1.5図（海氷域面積初期偏差を利用して求めた

海氷域）と比較すると、海氷密接度初期偏差を利

用した期間前半は第 1.1.4図と、海氷域面積初期

偏差のみを利用する期間後半は第 1.1.5図との対

応がよい。期間を通じて「穴」の出現などの不自

然な海氷域は見られず、想定通り両者の強みを生

かした海氷域の推定が実現できている。 

 

エ．推定精度の比較 

 ア～ウで述べた方法で推定した海氷域と気候値

の海氷域について解析値の海氷域と比較し、推定

精度を評価した。その比較の指標として、エクイ

タブルスレットスコア(Equitable Threat Score; 

ETS)を用いた。 ETSは、 
 

f

f

SFXXOFO
SFO

ETS



  

 
第 1.1.6図 １か月予報用の海氷域推定の模式図 

手順⑤の図は面積偏差が小さい場合、手順⑥の図は結氷期の場合を例示している。 
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で求められる。ここで、 fS は、 

 

XXFXXOFO
XOFOP

FXFOPS

c

cf






 )(
 

 

で、 XXXOFXFO ,,, は、それぞれ適中（実況、予

報とも海氷あり）、空振り、見逃し、適中（実況、

予報とも海氷なし）の頻度である（第 1.1.4表）。

cP は気候学的出現率（標本から見積もられる現象

の平均的出現確率）、 fS は現象の発生をランダム

に FXFO 回予報した場合（ランダム予報）に現

象の発生を予報できた頻度である。ちなみに、

0fS としたものが通常のスレットスコアである。 

第1.1.8図にリードタイムによる ETSの推移を
示す。海氷密接度初期偏差による推定手法（青線）

によると、スコアが時間の経過とともに徐々に低

下していく傾向があり、気候値（緑線）を下回る

場合がある。海氷域面積初期偏差による推定手法

（紫線）によると、期間前半のスコアの低下が海

氷密接度初期偏差により推定した場合よりも早い

が、期間後半になるとスコアの低下が弱まり、一

部の初期日ではスコアが上昇するなどして気候値

のスコアと同程度または上回ることが多い。１か

月予報用の手法（赤線）にすると、ちょうど海氷

密接度初期偏差による推定手法と海氷域面積初期

偏差による推定手法のスコアの高い方に近い

ETSの推移になり、期待通り両者の長所をうまく
取り込むことができていると考えられる。 

今回開発した１か月予報用の手法では、期間前

半に海氷密接度初期偏差固定で求めた海氷域に対

し面積偏差が初期偏差と等しくなるように海氷域 

 
第 1.1.7図 第 1.1.4図と同様、但し、１か月予報用の海氷域推定手法で求めた海氷域と解析値の比較 

 

 

第 1.1.4表 予報と実況の分割表 

FO, FX, XO, XXはそれぞれの頻度、Nは標本数。 

 

 
実況 

計 
あり なし 

予
報 

あり 適中(FO) 空振り(FX) FO+FX 

なし 見逃し(XO) 適中(XX) XO+XX 

計 FO+XO FX+XX N 
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    (a)１月１日初期日                                (b)４月１日初期日 

 
    (c)７月１日初期日                                (d)10月１日初期日 

 
第 1.1.8図 海氷域の解析値と推定値から求めたエクイタブルスレットスコア(ETS)の推移 
横軸は初期日からの日数、縦軸はエクイタブルスレットスコア(0.4～1.0)。(a)１月１日初期日、(b)４月１

日初期日、(c)７月１日初期日、(d)10月１日初期日としたスコアで 1981～2010年の 30年分を集計。それぞ

れ上段が北極域（40̊N～90̊Nを対象）、下段が南極域（90̊S～40̊Sを対象）。赤線が１か月予報用の海氷域、

青線が海氷密接度初期偏差による海氷域、紫線が海氷域面積初期偏差による海氷域、緑線が気候値による海

氷域の推定値から求めたスコア。スコアは１に近いほど精度が高い。 
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の調節を行ったが、海氷域の推定精度への影響は

限定的であることがわかる。これは、海氷密接度

初期偏差固定による推定も、その海氷域面積偏差

が初期偏差からすぐに離れるわけではないため、

期間の初めに海氷域面積初期偏差に合わせるため

の海氷域の追加・削減がそれほど大規模に行われ

ないことによる。時間の経過とともに海氷域の加

減の効果が表れてくるため、10日程度でスコアの

低下が弱まり、海氷密接度初期偏差の手法のスコ

アの低下傾向から離れ、海氷域面積初期偏差の手

法のスコアに漸近していく。 

なお、１月１日初期日の南極域において、１か

月予報用の手法のスコアは、ほぼ全期間を通して

海氷密接度初期偏差による推定手法のスコアをや

や下回る。しかし、１か月予報用の推定手法は、

海氷密接度初期偏差による推定手法とは異なり季

節や海域によらず気候値による推定よりも常に精

度がよい。以上から、今回開発した海氷密接度初

期偏差と海氷域初期偏差を組み合わせた推定手法

は、今回比較した他の手法よりも１か月 EPSの境

界値として精度の安定した推定手法であると言え

る。 

 

（５）１か月 EPSによるインパクト実験 

 本項では、MGDSSTの海面水温と（４）で示した

１か月予報用の推定手法に基づく海氷域を境界条

第 1.1.5表 850hPa気温のアノマリー相関 

アノマリー相関は系統誤差補正を行わない予測値を用いて計算し、1985～2004年で 20年平均した値。NH、

EU、PAC、JPNはアノマリー相関を計算した領域を表しており、その範囲はそれぞれ NH：（20̊N～90̊N,0̊

～360̊）、EU：（20̊N～90̊N, 0̊～180̊）、PAC：（20̊N～90̊N, 90̊E～90̊W）、JPN：（20̊N～60̊N, 100̊E～

170̊E）である。また、TEST1について、黄色で着色された値は、V1103の値と比較して、有意水準 5%（両

側）の t検定により、統計的に有意に改善しているものを示す。 

 

初
期
値 

予測対象 

期間 

V1103 

（COBE-SST、海氷気候値) 

TEST1 

（MGDSST、海氷１か月予報用の推定値） 

NH EU PAC JPN NH EU PAC JPN 

３

月

31

日 

１週目 0.842 0.849 0.848 0.831 0.842 0.848 0.847 0.828 

２週目 0.386 0.408 0.431 0.502 0.391 0.411 0.447 0.490 

３～４週目 0.136 0.110 0.169 0.118 0.131 0.115 0.165 0.136 

１か月 0.434 0.420 0.480 0.536 0.439 0.440 0.478 0.513 

６

月

30

日 

１週目 0.759 0.747 0.774 0.714 0.761 0.749 0.777 0.713 

２週目 0.303 0.319 0.335 0.411 0.313 0.331 0.353 0.445 

３～４週目 0.029 0.082 0.031 0.167 0.066 0.080 0.097 0.148 

１か月 0.300 0.357 0.324 0.431 0.321 0.366 0.367 0.448 

９

月

30

日 

１週目 0.784 0.783 0.786 0.776 0.785 0.786 0.787 0.780 

２週目 0.268 0.266 0.244 0.212 0.296 0.295 0.280 0.256 

３～４週目 0.057 0.042 0.024 0.053 0.108 0.105 0.106 0.105 

１か月 0.311 0.282 0.258 0.223 0.348 0.328 0.312 0.288 

11

月

30

日 

１週目 0.860 0.867 0.860 0.884 0.861 0.870 0.859 0.886 

２週目 0.440 0.436 0.450 0.516 0.435 0.429 0.455 0.519 

３～４週目 0.186 0.181 0.189 0.256 0.108 0.137 0.091 0.212 

１か月 0.422 0.428 0.411 0.480 0.396 0.408 0.376 0.457 
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件として１か月 EPSに適用した場合の大気の予測

精度について調査を行った。 

 

ア．MGDSSTと１か月予報用の海氷域推定手法を同

時に適用した影響 

まず、MGDSSTと１か月予報用の海氷域推定手法

の両方の変更を V1103（平井 2013）に適用し、そ

の影響を評価した。今回の実験は、大気モデル、

初期値、初期摂動、アンサンブルメンバー数（５

メンバー）は V1103のハインドキャスト実験と同

じ仕様とした。実験期間は、計算機資源を考慮し

て 1985～2004年の 20年間とし、初期日も各季節

から１初期日ずつ（春：３月 31日、夏：６月 30

日、秋：９月 30日、冬：11月 30日）の計４初期

日に限定した。検証に用いた大気解析値は

JRA-25/JCDAS(Onogi et al. 2007)である。なお、

１か月 EPSには海面水温が一定値（-1.64℃）を下

回るときに開水域から海氷域に変更するオプショ

ンが付いているが、今回は推定した海氷域による

影響を評価するため、陸に囲まれる開水域（湖沼

に相当）を除いた海に相当する格子についてこの

オプションを除外して実験を行った。また、V1103

の水平解像度は TL159であり、１格子のサイズは

1.125度（約 110km）である。海面水温及び海氷分

布は、数値予報モデルの各格子では一定の値が与

えられるので、今回の実験設定では MGDSST及び海

氷データの高解像度化の効果は評価できないこと

をご了承いただきたい。 

 MGDSSTと１か月予報用の海氷域推定手法を導

入した実験（以下、TEST1）の各季節のスコアを第

1.1.5表にまとめた。ここでは、特に海氷域推定

手法の導入による影響に特に着目するため、下層

気温に着目し、系統誤差補正前の 850hPa気温のア

ノマリー相関(ACC)を示した。なお、ここには示し

ていないが、海面気圧や 500hPa高度の予測スコア

の改善や改悪の傾向は、一部に有意な悪化を示す

スコアが見られたほかは、おおむね 850hPa気温と

同様の傾向であった。第 1.1.5表を見ると、どの

第 1.1.9図 COBE-SSTと MGDSSTの 12月の月平均

海面水温気候値の差[K] 

差は MGDSSTから COBE-SSTを引くことで求めた。気

候値の統計期間は 1982～2010年（29年）。第 1.1.2

図とはカラーバーの設定が異なることに注意。 

 

(a) RAIN [mm/day] 

 

(b) CHI200 [×106 m2/s] 

 

(c) PSI200 [×106 m2/s] 

 

 

第 1.1.10図 TEST1と V1103の 20年平均場の差 

11月 30日初期日の４週平均場の予測。(a)降水量

[mm/day]、(b)200hPa速度ポテンシャル[×106 

m2/s]、(c)200hPa流線関数[×106 m2/s]。陰影は

TEST1とV1103の差（TEST1－V1103）、等値線はTEST1

の予測値。等値線間隔は、(b)4×106 m2/s、(c) 20

×106 m2/s。対象期間は 1985～2004年の 20年。 
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季節、予測対象期間、領域についても、統計的に

有意な悪化を示すスコアは１つも見られず、特に

夏と秋には有意な改善を示すスコア（黄色背景）

がみられる。この夏と秋の有意な改善の背景とし

ては、この時期の海氷域の年々変動が大きいこと

が挙げられ、海氷分布の偏差を利用したことの効

果がより大きく現れたものと考えられる。 

 一方で、冬に注目すると、TEST1は有意な悪化

ではないものの、他の季節と比べ、３～４週目の

スコアの低下傾向がある。このスコア低下の要因

について考察する。12月の海面水温気候値の差

（第1.1.9図）を見ると、COBE-SSTと比べてMGDSST

は海洋大陸付近から太平洋西部で高く、インド洋

中部で低くなっていることが分かる。このような

気候値の差に対応して、TEST1では、降水量は海

洋大陸付近で多く、インド洋中部で少なくなり、

200hPa速度ポテンシャルは海洋大陸付近で発散

偏差、インド洋で収束偏差を示している（第

1.1.10図(a),(b)）。200hPa流線関数（第 1.1.10

図(c)）は北半球全体で負偏差となる中で、負偏差

がインド付近で大きく、フィリピン付近で小さく、

亜熱帯ジェットの蛇行パターンの違いを示唆する。

３～４週目の中高緯度の両者の差（第 1.1.11図

(g)～(i)）に注目すると、500hPa高度は日本の南

東海上から北太平洋、北米を経由して大西洋に抜

ける波列パターンが明瞭で、海面気圧や 850hPa

気温においても同様のパターンが見られる。つま

り、熱帯の海面水温の違いに伴う対流活動の予測

の変化が、中高緯度の循環場に影響を及ぼし、ス

コア低下に寄与していた可能性がある。 

 以上の実験の結果から、V1103を基本として

MGDSSTと１か月予報用の海氷域推定手法を同時

に１か月 EPSに適用した際の影響を、夏季と秋季

に改善傾向、他の季節では同程度と判断し、大気

モデルの変更を含めた V1403のハインドキャスト

とそれに基づく検証（第 1.2節）に進んだ。 

 

イ．１か月予報用の海氷域推定手法を単独で適用

した影響 

 １か月予報用の海氷域推定手法の影響を更に詳

しく確認するために、TEST2として、V1403に対し

て海氷気候値を境界条件として与えた５メンバー

アンサンブル実験を行い、その差を評価した。但

し、計算機資源の制約から TEST2も事例を限定し

て実施した。検証に用いた大気解析値は JRA-55

である。 

 第 1.1.12図は、2007年８月 31日を初期日とす

る予測について、(a)に予測初期の海氷域の解析値

（実況）と気候値、(b)と(c)に 925hPa気温(T925)

及び海面更正気圧(PSEA)の予測第１週（予測３～

９日目）の週平均の予測を示す。(b)と(c)の陰影

は V1403の解析(JRA-55)からの差（V1403－

JRA-55）、等値線は V1403と TEST2の差（V1403－

TEST2）で、同じ予測システムで、海氷域のみ１か

月予報用の推定手法を用いた場合と気候値を用い

た場合の差である。(a)から、今回の事例はその予

測初期において、東シベリア海周辺の気候値では

海氷が存在する領域で海氷が無く、海氷域の面積

も気候値と比べて少なかったことがわかる。(b)

と(c)の V1403と TEST2の差（等値線）から、海氷

が存在しない領域の上空で、T925はV1403がTEST2

より高く、PSEAは低くなる傾向がみられる。海氷

が存在しないことで海氷よりも温かい海面水温の

影響で海面付近を中心に気温が上昇するのは整合

的である。ここで T925に注目すると、V1403は解

析よりも低い誤差の傾向（寒色）があることから、

初期偏差を考慮した海氷域の推定手法を用いるこ

とにより低温誤差を軽減していることがわかる。

PSEAについてはこの事例において誤差の軽減に

海氷域の違いが影響しているかは明瞭ではない。

地表面気温(TS)でも T925と同様の傾向がみられ

たが、850hPa気温(T850)及び 500hPa高度(Z500)

については、T925や PSEAのように気候値と解析

値で海氷域の異なる領域の上空に明瞭な差はみら

れなかった（図略）。2008～2012年の８月 31日を

初期日とする実験の結果からも、事例ごとに海氷

域の解析値と気候値に差がみられる領域は異なる

が、TS及び T925については、その海氷域に違い

がみられる領域で予測誤差が軽減するという第

1.1.12図と同様の傾向がみられた（図略）。 
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 (a) Z500 [m]                  (b) PSEA [hPa]                (c) T850 [K] 

 
(d) Z500 [m]                  (e) PSEA [hPa]                (f) T850 [K] 

 
(g) Z500 [m]                  (h) PSEA [hPa]                (i) T850 [K] 

 
 

第 1.1.11図 TEST1と V1103の平均誤差およびそれらの差 

11月 30日初期日の３～４週目平均場の予測。(a)～(c)は TEST1の平均誤差、(d)～(f)は V1103の平均誤差、

(g)～(i)は両者の差（TEST1－V1103）。(a)、(d)、(g)が 500hPa高度[m]、(b)、(e)、(h)が海面気圧[hPa]、

(c)、(f)、(i)が 850hPa気温[K]。等値線間隔は(a)、(d)、(g)が 15m、(b)、(e)、(h)が 1hPa、(c)、(f)、

(i)が 0.5K。 

 

 

4 
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第 1.1.12図 2007年８月 31日における海氷域と、それを初期日とする V1403と TEST2の第１週（３～９

日目）の週平均の予測（北半球、65̊N以北） 

(a)は 2007年８月 31日の解析値（陰影）と気候値（紫線）の海氷域、(b)は 925hPa気温(T925)[K]の第１

週の予測で、陰影はV1403の解析からの誤差（V1403－JRA-55）、等値線はV1403とTEST2の差（V1403－TEST2）。

等値線間隔は 0.5K。(c)(b)と同様、但し、海面更正気圧(PSEA)[hPa]。等値線間隔は 0.3hPa。(b)と(c)の

陰影はカラーバー参照。 

 

 
第 1.1.13図 2011年 12月 31日における海氷域と、2012年１月の解析値及び 2011年 12月 31日を初期日

とする 2012年１月に対する V1403と TEST2の月平均の予測（北半球、20̊N以北） 

 (a)は 2011年 12月 31日の解析値（陰影）と気候値（紫線）の海氷域。(b)は 925hPa気温(T925)[K]の 2012

年１月の月平均の解析の平年偏差（陰影）。(c)(b)と同様、但し、海面更正気圧(PSEA)[hPa]。(d)は T925

の 2011年 12月 31日を初期日とする 2012年１月の月平均の予測で、陰影は V1403のモデル平年値からの

平年偏差、等値線は V1403と TEST2の差（V1403－TEST2）。等値線間隔は 1K。(e)(d)と同様、但し、PSEA。

等値線間隔は 1hPa。(b)～(e)の陰影はカラーバー参照。 
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次に、予測１か月平均への影響をみるために、

2011年 12月 31日を初期日とする 2012年１月の

月平均の予測について示す。第 1.1.13図(a)は、

2011年12月31日を初期日とする予測における予

測初期の海氷域の解析値と気候値である。同図(b)

と(c)はそれぞれ T925と PSEAの解析の 2012年１

月の平年偏差、 同図(d)と(e)は T925と PSEAの

V1403による2012年１月の１か月平均予測のモデ

ル平年値からの平年偏差（陰影）と、V1403と TEST2

の差（等値線）である。第 1.1.13図の(d)と(e)

は、第 1.1.12図の(b)と(c)とは異なり、解析から

の差（誤差）ではなく平年偏差を描画しているこ

とに注意していただきたい。本事例はバレンツ海

及びカラ海で実況の海氷が気候値よりも少ない事

例である（第 1.1.13図(a)）。2012年１月の月平

均の T925の解析（同図(b)）と同じ期間を対象と

した予測（同図(d)）の平年偏差（陰影）を比較す

ると、T925のカラ海上空、北太平洋西部及び北米

の高温偏差、中国南部及びアラスカの低温偏差に

ついて、V1403は現実の平年偏差をよく予測でき

ていると考えられる。PSEAの解析（同図(c)）と

予測（同図(e)）の平年偏差を比較すると、カラ海

とその南側を中心とした解析にみられる正偏差は

予測できていないものの、北太平洋東部、北大西

洋東部、中国東部及びベーリング海の正偏差、カ

ナダ上空の負偏差などはよく予測できていると思

われる。この時のモデルに与える海氷域の違いに

よる予測の違い（(d)と(e)の等値線）をみると、

特に T925では、与える海氷域を気候値から１か月

予報用の海氷域推定手法に基づく推定値に変更す

ることで、V1403の平年偏差と同じ符号の差が現

れており、本事例では海氷域推定手法の改善が予

測によい影響を与えていることが示唆される。こ

のように、海氷域の違いによりその海氷域から離

れた領域にも影響が現れる（テレコネクション）

ことは過去の研究でも示されており（例えば、

Honda et al. 2009; Inoue et al. 2012）、今回の

検証結果は、１か月予報において海氷偏差を考慮

することの重要性を示す一つの結果と考えられる。

但し、今回は海氷域の違いによるテレコネクショ

ンのメカニズムや影響の現れ方の季節依存性など

は確認できていないので、これらは今後の課題で

ある。また、今回の結果は１か月 EPS(V1403)にお

ける海氷域の違いに対する大気の応答を確認して

いるが、現実の大気が海氷域の違いで受ける影響

を理解するには、そのメカニズムを議論すること

を含め、より詳細な調査が必要であることに注意

が必要である。 

 

（６）まとめ 

１か月 EPSの高度化を図るため、従来よりも高

解像度の海面水温（MGDSST）及び海氷データセッ

トの利用、並びに、予測期間中の海氷分布につい

て初期偏差を考慮する方法を導入するに当たり、

海面水温の特性の調査、１か月予報に最適な初期

の海氷偏差を利用した海氷域推定手法の検討、１

か月 EPS におけるインパクト調査を実施した。 

海面水温の気候値は、MGDSSTと COBE-SSTで熱

帯から中緯度にかけてはほぼ同程度、高緯度域の

海氷縁付近で MGDSSTのほうが低かった。境界値と

して与える海面水温偏差の日々の変動は MGDSST

の方が小さかった。 

海氷域の推定については、海氷域面積初期偏差

に加え、期間の前半は海氷密接度初期偏差を利用

する手法を開発した。これにより１か月間の海氷

域の推定精度はこれまで利用していた気候値と比

べ概ね改善した。 

 MGDSSTと今回開発した海氷域推定手法を V1103

に適用したインパクト実験では、COBE-SSTと海氷

気候値を利用した V1103のハインドキャスト実験

と比べ、夏季と秋季に改善傾向、他の季節では同

程度であった。夏季と秋季の改善傾向は海氷偏差

導入が主に影響したと考えられる。一方、冬季は

３～４週目にスコアの低下傾向が見られるが、こ

れは熱帯における MGDSSTと COBE-SSTとの海面水

温の違いに対して数値予報モデルが過敏に応答し、

対流活動に違いが生じたことによるものと考えら

れる。 

また、海氷の影響を更に詳しく確認するために、

V1403に海氷気候値を与えた実験を行い、今回開
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発した海氷域推定手法を用いている V1403の予測

結果と比較した。この比較からは、予測第１週に

は海氷の解析値と気候値に差がある領域の上空で

海面付近を中心に大気に影響がみられた。また、

１か月予測では、海氷域に差のある領域から離れ

た領域にも影響が広がり、予測結果に影響してい

ることが確認された。 

今後も、数値予報モデルに与える境界条件の改

善と合わせて、境界条件が大気に与える影響のメ

カニズムの理解を進めるとともに、数値予報モデ

ルの改善にも引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

 

1.1.3 全球アンサンブル予報システムの構築に

向けて5 

第 1.1.1項では、2014年３月に実施した１か月

EPSの変更の概要、第 1.1.2項では、この変更の

中の海面水温と海氷データの変更及び海氷分布推

定手法の改良の詳細を記述した。第 1.2節で示す

ように、ハインドキャストに基づく検証結果から、

今回の変更による予測精度の改善も確認された。 

数値予報課と気候情報課は連携して、現在の台

風アンサンブル予報システム（台風 EPS）、週間 EPS、

そして１か月 EPSを統合し、台風及び週間天気予

報から１か月予報を一体的に支援する「全球アン

サンブル予報システム」の構築を目指して開発を

進めている。この一体化により、開発対象の集中

                                                           
5 新保 明彦 

第 1.1.6表 週間アンサンブル予報システムと１か月アンサンブル予報システムの仕様（2014年３月現在） 

１か月アンサンブル予報システムの記述は、第 1.1.2表の変更後（V1403）と同様。黄色セルは直近のシステム

更新において共通化が図られた項目。 

 

 週間アンサンブル予報システム １か月アンサンブル予報システム 

更新年月 2014年２月 2014年３月 

モデル バージョン1 GSM1304 

解像度 TL479L60（上端:0.1hPa） TL319L60（上端:0.1hPa） 

初期条件 大気初期条件 全球速報解析 

陸面初期条件 積雪・土壌温度：解析に基づく 

土壌水分：気候値 

オフライン陸面解析 

境界条件 海面水温 MGDSST解析値（前日）に基づき、予測期間中は初期偏差持続 

海氷2 日別海氷データセット解析値（前日）に基づき、 

予測期間中は初期の海氷密接度偏差 

持続 

予測期間中は初期の海氷密接度偏差及

び海氷域面積偏差から統計的に推定 

気候値 海面水温 NOAA OI-SST気候値（月平均）を内挿 

（Reynolds and Smith 1994） 

MGDSST気候値（日別） 

（1982-2010年（29年）） 

海氷 海氷気候値（月平均）を内挿 

（Nomura 1998） 

日別海氷データセット気候値（日別） 

（1981-2010年（30年）） 

エーロゾル3 気候値(atod0902) 

アンサンブル手法 SV法（北半球域＋熱帯域＋南半球域） BGM法（北半球域＋熱帯域） 

＋確率的物理過程強制法 

 ＋LAF法（１日ごと） 

メンバー数 27 50（25×2初期時刻） 

 
1 大気モデルのバージョンとして、１か月アンサンブル予報システムの基となる短期予報向けのモデルが現

業運用された年月を４桁の数字として示す。 
2 モデルでは、部分海氷格子（格子内に海氷域と開水域が共存している状態）は考慮せず、海氷密接度 55%

をしきい値として海氷の有無を判別している。 
3エーロゾルの光学的厚さの月別気候値。括弧( )内の文字列はデータのバージョンで、作成年月による４桁

の数字で示す。 
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及び開発成果の共有、相互活用を進め、更なる予

測精度向上の実現につなげることに加え、各種現

業作業において同じアンサンブル予報システムか

ら生成された予測結果を用いることにより、使用

する予報作業支援資料の整合性を高めることが可

能となる。 

今回の１か月 EPSの更新は、同時期（2014年２

月）に実施された週間 EPS（越智と経田 2014）及

び台風 EPS（経田と越智 2014）の更新とともに、

各システムの仕様の共通化を考慮して進められた。

第 1.1.6表は、2014年３月現在の週間 EPSと１か

月 EPSの仕様の比較である。第 1.1.6表の黄色セ

ルは、直近の両アンサンブル予報システムの更新

において共通化が図られた項目である。ここから

わかるように、今回の更新では、全球大気モデル

のバージョンや用いる海面水温など多くの部分の

共通化が進められた。 

 現在は、当面の課題である週間から２週先まで

のアンサンブル予報を生成する全球アンサンブル

予報システムの運用の開始に向けた開発を進めて

いる。このシステムの運用により、週間天気予報

と異常天候早期警戒情報に用いるアンサンブル予

報結果が共通化される予定である。 
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1.2  ハインドキャストによる検証1 

第 1.1節で述べた新しい１か月アンサンブル予

報システム（１か月 EPS）について、多数の過去

事例を対象とした予測実験（ハインドキャスト）

を実施し、予測性能を把握するための検証を行っ

た。本節ではその検証結果を報告する。はじめに

ハインドキャストの実験概要を述べ、次に１か月

EPSの基本性能であるモデル平年値と平均誤差、

予測精度、変動特性の検証結果を示す。さらに、

個別の現象に着目して、ブロッキング高気圧、総

観規模擾乱の活動度、マッデン・ジュリアン振動、

夏のアジアモンスーンに関する予測特性を示す。 

なお、ここでは新しい１か月 EPSを「V1403」、

旧１か月 EPSを「V1103」と表記する。また、検証

における各領域の定義は、北半球域は 20̊N～90̊N、

熱帯域は 20̊S～20̊N、南半球域は 20̊S～90̊Sで

ある。 

 

1.2.1 ハインドキャストの概要 

 ハインドキャストにおける１か月 EPSの仕様

（第 1.2.1表）は、第 1.1節の現業システムとほ

ぼ共通であるが、大気・陸面初期値、アンサンブ

ルメンバー数は現業システムと異なる。ハインド

キャストでは、大気初期値には再解析データを用

                                                           
1 佐藤  均、宮岡  健吾、長澤  亮二（現在、数値予報課）、
新保  明彦、高谷 祐平、松枝  聡子、杉本  裕之 

いており、従来は長期再解析/気象庁気候データ同

化システム（JRA-25/JCDAS; Onogi et al. 2007）

であったが、今回は最新の再解析である気象庁 55

年長期再解析（JRA-55; Kobayashi et al. 2015）

を使用した。陸面初期値には、従来のハインドキ

ャストでは、気象庁の全球客観解析(GANAL)からの

大気強制力及び積雪観測データを使ったオフライ

ン陸面解析に基づく気候値を利用していたが、今

回のハインドキャストでは JRA-55陸面解析値を

利用した。また、メンバー数は現業システムより

少なく、１初期値あたり５メンバーであり、これ

は新旧ハインドキャストで変わらない。 

 検証に用いた解析データは、V1403、V1103とも

に大気解析値は JRA-55、降水量解析値は GPCPの

月別値(version 2.2; Adler et al. 2003)と日別

値(version 1.2; Huffman et al. 2001)である。 

 

1.2.2 モデル平年値と平均誤差 

 数値予報モデルで予測される平均的な循環場は、

ある程度長い予測時間になるとモデルの持つ平衡

的な状態（モデル平年値）に近づき、系統的な誤

差を生じる。プロダクトの作成時にはこの系統誤

差を補正しているが、系統的にずれた基本場によ

り大気の変動パターンも歪められてしまうと、そ 

 

第 1.2.1表 V1403と V1103のハインドキャストの仕様 

 新システム(V1403) 旧システム(V1103) 

モデル バージョン GSM1304 GSM1011C 

解像度 TL319L60(上端：0.1hPa) TL159L60(上端：0.1hPa) 

初期条件 大気初期条件 JRA-55 JRA-25/JCDAS 

陸面初期条件 JRA-55陸面解析値 気候値（1997～2009年） 

境界条件 海面水温 MGDSST 

予測期間中は初期偏差持続 

（気候値 1982～2010年） 

COBE-SST 

予測期間中は初期偏差持続 

（気候値 1979～2004年） 

海氷分布 MGDSSTに利用した海氷データ 

予測期間中は初期の密接度偏差から

統計的に推定 

（気候値 1981～2010年） 

COBE-SST気候値（1979～2004年） 

ア ン サ ン

ブル手法 

摂動作成手法 BGM法（北半球域+熱帯域） 

+ 確率的物理過程強制法 

BGM法（北半球域+熱帯域） 

メンバー数 5 

対象期間 1981～2010年 

初期値日 毎月 10日、20日、月末 
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の歪みを系統誤差補正によって単純に修正するこ

とは難しい。そのため、モデルがなるべく解析に

近い平年値を再現できることが望ましい。ここで

は、主要な循環場のモデル平年値と平均誤差（系

統誤差）を確認する。 

 

（１）北半球域 

 今回の１か月 EPSの更新では、中高緯度の平均

誤差に大きな改善が見られる。その例として、

500hPa高度４週（予測３～30日）平均場の平均誤

差の比較を第 1.2.1図と第 1.2.2図に示す。冬

（11/30～2/20の間の９初期日の予測）で平均し

た北半球域の平均誤差分布（第 1.2.1図）では、

V1103で見られるヨーロッパ北部などの大きな誤

差が V1403では減少した。各格子点における平均

誤差の大きさを北半球域平均して比較すると（第

1.2.2図）、季節によらず V1403の平均誤差は減少 

 

(a) V1403 
 

(b) V1103 
 

第 1.2.1図 (a)V1403と(b)V1103の北半球域 500hPa

高度（４週平均場）の平均誤差分布 

冬の９初期日（11/30～2/20）の平均。単位は m。 

していることが分かる。 

 

（２）熱帯域 

 熱帯域の平均誤差も全般には同等または改善の

傾向である。第 1.2.3図は、北半球の冬（11月末、

12月末、１月末初期日の月平均の予測）で平均し

た降水量、200hPa速度ポテンシャル、850hPa流線

関数のモデル平年値と平均誤差を表す。ここでは

降水量の解析値として GPCP月別値を利用するた

め、各月末の３初期日の月平均場を用いることと

し、他の要素もこれに合わせた。降水量の平均誤

差分布は新旧モデルでほとんど変わらず、海上を

中心として解析に比べて降水量が多い。ただし、

インド洋上の降水量過多、オーストラリアにおけ

る過少の誤差などはやや改善された。これにより、

200hPa速度ポテンシャルでは大規模発散の中心

の南側に当たるオーストラリア付近で正の平均誤

差（発散が弱い誤差）が減少し、またインド洋西

部の負の平均誤差も減少した。対流圏下層の循環

（850hPa流線関数）においても太平洋東部を除い

て概ね平均誤差は減少し、改善が見られる。 

一方、夏のアジアモンスーン域など、一部の季

節、領域では平均誤差が大きくなる傾向がある。 

第 1.2.4図は、第 1.2.3図と同じ要素について、

北半球の夏（５月末、６月末、７月末初期日の月

平均の予測）を対象としたものである。降水量で

は誤差の分布は新旧モデルで同様だが、アジア域

に注目するとフィリピンや南シナ海周辺で降水量

が少なく、赤道付近で多い誤差のコントラストが 

 

 
第1.2.2図 北半球域で平均した季節別500hPa高度（４

週平均場）の平均誤差の大きさ 

冬（11/30～2/20）、春（2/28～5/20）、夏（5/31～8/20）、

秋（8/31～11/20）の各９初期日の平均。単位は m。 
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(a) 降水量（V1403） (b) 降水量（V1103） 

  
(c) 200hPa 速度ポテンシャル（V1403） (d) 200hPa速度ポテンシャル（V1103） 

  

(e) 850hPa流線関数（V1403） (f) 850hPa流線関数（V1103） 

  

第1.2.3図 北半球の冬を対象とした月平均場のV1403（左列）とV1103（右列）のモデル平年値（等値線）と

平均誤差（陰影） 

(a)と(b)は降水量（単位はmm/day）、(c)と(d)は200hPa速度ポテンシャル（単位は106m2/s）、(e)と(f)は850hPa

流線関数（単位は106m2/s）。11/30、12/31、1/31初期日の月平均（12月、１月、２月）を平均した。 

 

(a) 降水量（V1403） (b) 降水量（V1103） 

  

(c) 200hPa 速度ポテンシャル（V1403） (d) 200hPa速度ポテンシャル（V1103） 

  

(e) 850hPa流線関数（V1403） (f) 850hPa流線関数（V1103） 

  

第1.2.4図 第1.2.3図と同じ。ただし、北半球の夏（5/31、6/30、7/31初期日の月平均）対象。 
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(a) 東西風（V1403） (b) 東西風（V1103） 

  

(c) 気温（V1403） (d) 気温（V1103） 

  

第 1.2.5図 北半球の夏の帯状平均東西風（上段）と気温（下段）のモデル平年値（等値線）と平均誤差（陰

影）の高度・緯度断面図 

単位は、東西風:m/s、気温:K。夏（5/31～8/20の９初期日）の４週平均場の平均。 

 

(a) V1403 (b) V1103 

 

第1.2.6図 200hPa東西風のモデル平年値（等値線）と平均誤差（陰影）の緯度・時間断面図（東半球側の経

度0̊～180̊平均） 

36初期日の４週平均場から作成。単位はm/s。横軸の日付は予測対象期間の中心に対応。 

 

V1403で強まったため、200hPa速度ポテンシャル

では大規模発散域の中心のやや西側にあたる南シ

ナ海付近を中心として、正の平均誤差（発散が弱

い誤差）が V1403で増加した。また、850hPa流線

関数では、ユーラシア大陸南部からフィリピン付

近で正の誤差、インド洋で負の誤差が大きくなり、

モンスーン循環が弱まる誤差を示している。この

アジアモンスーンの平均誤差の変化は、予備実験

の結果から、今回の変更点（第 1.1節参照）のう

ち主に積雲対流スキームにおけるトリガー関数の

閾値の変更による影響と考えられる。 

 

（３）帯状平均 

 北半球の夏における帯状平均の東西風と気温の

モデル平年値と平均誤差を第 1.2.5図に示す。南

北両半球の対流圏における亜熱帯ジェット気流に
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注目して東西風を見ると、新旧モデルともにジェ

ット軸の低緯度側で西風が強く、高緯度側で西風

が弱い平均誤差分布となっている。この特徴は他

の季節にも共通する。また、V1403では V1103に

比べてジェット軸の位置はほとんど変わらないが、

風速が小さくなり、ジェット軸の低緯度側におけ

る正の誤差が減少する一方、高緯度側の負の誤差

はやや増加した。ジェット軸が低緯度側に偏る誤

差に対応して、気温場では新旧モデルとも対流圏

中層を中心に低温の平均誤差が見られるが、V1403

では V1103に比べてこの誤差が減少した。 

さらに、日本の天候とも関係が深い北半球の東

半球側（経度 0̊～180̊平均）におけるジェット気

流の季節変化に注目する。第 1.2.6図は、200hPa

東西風の４週平均場の予測を対象とした緯度・時

間断面図である。新旧モデルとも、この領域にお

ける亜熱帯ジェット気流はほぼ年を通して軸の南

側で強く、北側で弱い誤差傾向が明瞭である。

V1403では、春や秋を中心にジェット軸の南側の

正誤差が減少する一方、夏を中心にジェット軸の

北側で負の誤差が増加した。夏の亜熱帯ジェット

気流が弱まる平均誤差は、第 1.2.4図で示した夏

のアジアモンスーンが V1403でより弱いことと関

係していると考えられる。一方、図は省略するが、

北米から北大西洋における東西風の平均誤差は、

概ね減少している。 

 

1.2.3 予測精度 

 ここでは予測精度の評価として、アンサンブル

平均による決定論的予測の精度やアンサンブルメ

ンバーによる確率論的予測の精度、循環指数の予

測精度を検証する。なお、これらの予測精度の計

算に用いる予測値は、モデル平年値からの偏差、

すなわち系統誤差補正後の平年偏差とした。 

 

（１）アンサンブル平均の予測精度 

 各格子点におけるアンサンブル平均の年々変動

のアノマリー相関係数を、北半球の冬と夏につい

て第 1.2.7図と第 1.2.8図に示す。500hPa高度は

予測３～30日の４週平均場を対象とし、降水量は

検証に用いる GPCP月別値データに合わせて、月末

初期日の月平均場の予測を対象とした。500hPa高

度の予測精度は、冬、夏ともに V1403は V1103に

比べて中高緯度で概ね改善している。熱帯域では、

冬に大西洋からアフリカ大陸、インド洋にかけて

500hPa高度の予測精度の低下が見られるものの、

降水量の予測精度ではこれらの領域で特に低下し

ている様子は見られない。熱帯域における降水量

の予測精度は、冬、夏ともに同等または改善して

いる。他の季節、要素でも、熱帯域、中高緯度の

循環場ともに V1403は V1103に比べて同等から改

善の傾向である。 

 次に、予測時間ごとの予測精度を７日平均場の

領域別アノマリー相関係数により示す。第 1.2.9

図は、北半球域の 500hPa高度と海面更正気圧、熱

帯域の 200hPa速度ポテンシャルと海面更正気圧

について、北半球の冬における７日平均場のアノ

マリー相関係数を予測 30日目まで示したもので

ある。北半球域では、ほぼ予測期間を通して V1403

に改善傾向が見られ、特に予測期間前半は有意な

改善である。熱帯域では北半球域に比べて改善幅

は小さいが、V1403で改善が見られる。他の季節

や要素、また二乗平均平方根誤差(RMSE)による評

価でも同様である。なお、第 1.2.9図(c)の熱帯域

200hPa速度ポテンシャルでは、予測期間後半に改

善傾向があるが、他の季節では予測期間前半中心

の改善となっており、他の要素と同様の結果であ

る。以上のような V1403の改善のうち、特に１週

目を中心とした予測期間前半の改善には、ハイン

ドキャストの大気初期値を V1103における

JRA-25/JCDASから V1403における JRA-55に変更

したことによる効果が大きいことが、予備実験の

結果から確認されている。なお、検証データを

JRA-55から JRA-25/JCDASに変更しても、V1403

の改善傾向は変わらない。 

 

（２）確率予測の評価 

 確率論的予測の検証指標として、ブライアスキ

ルスコア(BSS)と ROC面積を用いる。BSSは、０よ

り大きい値であれば気候値予報より情報価値があ
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(a) 500hPa高度（V1403） (b) 500hPa高度（V1103） 

  

(c) 降水量（V1403） (d) 降水量（V1103） 

  

第 1.2.7図 500hPa高度と降水量の予測精度（アノマリー相関係数、北半球の冬） 

上段は 500hPa高度（予測３～30日の４週平均場）、下段は降水量（月末初期日からの月平均場）の予測に対す

るアノマリー相関係数。左列は V1403、右列は V1103。500hPa高度は９初期日（11/30～2/20）、降水量は３初

期日(11/30, 12/31, 1/31)の予測を対象としている。 

 

(a) 500hPa高度（V1403） (b) 500hPa高度（V1103） 

  

(c) 降水量（V1403） (d) 降水量（V1103） 

  

第 1.2.8図 第 1.2.7図と同じ。ただし、北半球の夏。 

500hPa高度は 5/31～8/20の９初期日、降水量は 5/31、6/30、 7/31の３初期日対象。 
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       (a) 500hPa高度（北半球域） (b) 海面更正気圧（北半球域） 

  
       (c) 200hPa 速度ポテンシャル（熱帯域） (d) 海面更正気圧（熱帯域） 

  
第 1.2.9図 予測時間ごとの予測精度（７日平均場のアノマリー相関係数、北半球の冬） 

(a)北半球域の 500hPa高度、(b)北半球域の海面更正気圧、(c)熱帯域の 200hPa速度ポテンシャル、(d)熱帯域の

海面更正気圧。北半球の冬（11/30～2/20の９初期日）の予測が対象。横軸は予測対象日（７日平均の中心）、

赤線は V1403、黒線は V1103。誤差幅は信頼区間 95%の平均値の存在範囲を示す。 

 

(a) 500hPa高度（北半球域） (b) 海面更正気圧（熱帯域） 

  
第 1.2.10図 ブライアスキルスコア(%) 

４週平均の(a)北半球域 500hPa高度、(b)熱帯域海面更正気圧について、３階級の「高い」事象を対象とする。

冬は 12～２月、春は３～５月、夏は６～８月、秋は９～11月を初期日とする各９初期日の予測。 

 

(a) 500hPa高度（北半球域） (b) 海面更正気圧（熱帯域） 

  
第 1.2.11図 ROC面積(%) 

対象事象、季節は第 1.2.10図と同じ。 
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ることを示し、完全予報では１となる。ROC面積

は、0.5より大きい値であれば空振り率（誤警報

率または誤発表率ともいう）より適中率の方が大

きく有用であることを示し、完全予報では１とな

る。 

第 1.2.10図は、４週平均の北半球域 500hPa高

度と熱帯域海面更正気圧について、３階級のうち

「高い」階級を対象とした季節別の BSSを表す。

北半球域 500hPa高度、熱帯域海面更正気圧のどち

らも、各季節で V1403のスコアは改善している。

また、熱帯域の海面更正気圧では V1103の夏と秋

のスコアが負であったが、V1403では正に変わっ

た。週別予測（図略）では、１週目や２週目を中

心に V1403でスコアの改善が見られる。また、他

の階級（「平年並」、「低い」）でも、同様に V1403

で改善傾向が見られる（図略）。なお、「平年並」

の階級は、「高い」や「低い」に比べて相対的にス

コアが低い。また、要素、領域によらず、新旧モ

デルとも３～４週目の予測は BSSが負になること

が多い。 

 

(a) 500hPa高度 極東東西指数 (b) 500hPa高度 沖縄高度 

  
(c) 降水量 CI1（インドモンスーン域） (d) 降水量 CI2（東南アジアモンスーン域） 

  
(e) 850hPa気温（北日本） (f) 850hPa気温（西日本） 

  
第 1.2.12図 循環指数の予測精度（相関係数） 

500hPa高度と 850hPa気温の指数は、冬（12～２月）、春（３～５月）、夏（６～８月）、秋（９～11月）を初期

値とする各季節９初期日の４週平均場の予測。降水量の指数は、各季節の月末を初期値とする３初期日の月平均

場の予測。各循環指数の定義は以下のとおり。 

極東東西指数：90̊E～170̊Eで平均した 500hPa高度平年偏差の 40̊Nと 60̊Nの差(40̊N-60̊N) 

沖縄高度：30̊Nにおける 120̊E～140̊Eで平均した 500hPa高度平年偏差 

降水量 CI1：70̊E～100̊E、10̊N～25̊Nの領域平均降水量平年偏差 

降水量 CI2：115̊E～140̊E、10̊N～20̊Nの領域平均降水量平年偏差 

850hPa気温（北日本）：140̊E～145̊E、37.5̊N～45̊Nの領域平均 850hPa気温平年偏差 

850hPa気温（西日本）：130̊E～135̊E、30̊N～35̊Nの領域平均 850hPa気温平年偏差 
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ROC面積についても同様に第 1.2.11図に示す。

こちらも各要素、領域、季節で V1403が V1103に

対して改善または同等である。また、いずれのス

コアも 50%より大きいことから、空振り率より適

中率の方が大きく有用な予測であることを示して

いる。週別予測（図略）では、１週目や２週目を

中心に V1403で改善が見られ、これは「平年並」

や「低い」の階級でも同様である。なお、ROC面

積においても「平年並」の予測は「高い」や「低

い」に比べて相対的にスコアが低い。 

 

（３）循環指数の予測精度 

 予報作業で利用する循環指数の予測についても、

予測精度を解析との相関係数により評価する。第

1.2.12図は、500hPa高度平年偏差から計算される

極東東西指数と沖縄高度、降水量平年偏差の領域

平均である CI1と CI2、850hPa気温平年偏差の北

日本と西日本の領域平均の予測に対する年々変動

の相関係数である。これらの各指数の予測精度は、

全般に冬に高く、夏に低い傾向が見られ、また

V1403は V1103に対して概ね改善または同等であ

る。ただし、秋の極東東西指数や降水量 CI2、冬

の降水量 CI1など、季節や指数によっては V1403

で改悪も見られる。週別の予測でも同様に V1403

で概ね改善または同等の傾向である（図略）。ただ

し、指数や時期（初期日）による改善度合いの違

いも大きい。 

 

1.2.4 変動特性 

 モデルの基本性能の一つとして、年々変動の大

きさをハインドキャスト 30年間の標準偏差によ

り評価する。また、アンサンブルメンバー間のば

らつきの大きさを表すスプレッドについても検証

する。 

 

（１）標準偏差 

第 1.2.13図は、冬の北半球における 500hPa高

度の予測２週目の標準偏差分布を解析、V1403、 

 

解析(JRA-55) V1403 V1103 

   
第 1.2.13図 北半球域 500hPa高度の標準偏差（２週目平均場、北半球の冬） 

左から解析(JRA-55)、V1403、V1103。モデルはコントロールランのみ。冬（11/30～2/20の９初期日）の予測２

週目を対象としている。単位は m。 

 

解析(JRA-55) V1403 V1103 

   
第 1.2.14図 第 1.2.13図と同じ。ただし、200hPa速度ポテンシャル（単位は m2/s）。 
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500hPa高度（北半球域） 

スプレッド 

 

RMSE 

 

(スプレッド)2/(RMSE)2 

   
200hPa速度ポテンシャル（熱帯域） 

スプレッド 

 

RMSE 

 

(スプレッド)2/(RMSE)2 

   
850hPa気温（熱帯域） 

スプレッド 
 

RMSE 
 

(スプレッド)2/(RMSE)2 

   
第 1.2.15図 予測時間ごとのスプレッド、RMSE、その二乗の比（(スプレッド)2/(RMSE)2） 

北半球の冬（11/30～2/20の９初期日）の７日平均場の予測を対象とし、上から北半球域 500hPa高度、熱帯域

200hPa速度ポテンシャル、熱帯域 850hPa気温。左からスプレッド、RMSE、その二乗の比。横軸は予測対象日（７

日平均の中心）。赤線は V1403、黒線は V1103。誤差幅は、信頼区間 95%の平均値の存在範囲を示す。スプレッ

ドと RMSEの単位は、500hPa高度は m、200hPa速度ポテンシャルは m2/s、850hPa気温は K。 

 

V1103について示したものである。V1103では、ア

ラスカの南から北極海にかけての極大域で解析に

比べて変動が過大な一方、大西洋からヨーロッパ

北部の極大域では過小の傾向がある。V1403では、

アラスカの南から北極海にかけての極大域におけ

る過大な変動は小さくなり、解析に近づいた。ま

た、大西洋からヨーロッパ北部の極大域のうち、

大西洋では V1103よりも変動が大きくなり解析に

近づいたが、ヨーロッパ北部では V1103と同様に

解析と比べて過小である。春や秋も同様に V1403

は解析に近づいたが、夏には新旧モデルとも解析

に比べて過小の傾向があり、V1403はその傾向が

より強まった（図略）。 

熱帯域の大規模収束発散場の変動特性を比較す

るため、第 1.2.14図には予測２週目の 200hPa速

度ポテンシャルの標準偏差を示す。熱帯域では、

新旧モデルとも解析に比べて変動が小さい。また、

解析では極大域がインド洋から海洋大陸付近に広

がるが、モデルではインド洋東部の変動が小さく、

極大域がインド洋西部と海洋大陸付近に分かれて

- 31 -



いる。この特徴は V1403でより明瞭である。解析

に比べてモデルの変動が小さく、V1403でより小

さい傾向は、他の季節でも同様に見られる。 

 

（２）スプレッド 

 予測の不確実性の大きさを表すスプレッドにつ

いて評価する。アンサンブル予報システムでは、

統計的にはアンサンブル平均の予測誤差(RMSE)と

スプレッドが同程度になることが期待される。 

第 1.2.15図は、北半球域の 500hPa高度と熱帯

域の 200hPa速度ポテンシャル及び 850hPa気温の

スプレッド、RMSE（系統誤差補正後の予測値から

計算したもの）、その二乗の比を予測時間ごとに示

したものである。どの要素でも新旧モデルともに

スプレッドと RMSEの比が１より小さく、RMSEに

比べてスプレッドが過小（あるいは RMSEが過大）

であることが分かる。この傾向は北半球域に比べ

て熱帯域でより明瞭である。平井(2013)は、現業

システムにおける近年の北半球域 500hPa高度の

スプレッドと RMSEを比較し、両者の大きさは概ね

同程度だが、夏は２週目以降の予測でスプレッド

が過小であると指摘している。これと比較してハ

インドキャストにおけるスプレッドは、メンバー

数が５と限定されていることや時間ずらし法（LAF

法）を利用していないことにより、現業システム

よりも小さい傾向がある。その点を考慮した上で

スプレッド、RMSEの各々の変化を見る。また、今

回の変更ではモデルアンサンブル手法の一つであ

る確率的物理過程強制法が導入され、過小である

スプレッドが大きくなることが期待される。 

第 1.2.15図左列のスプレッドは、北半球域

500hPa高度や熱帯域 200hPa速度ポテンシャルで

は予測期間初期に V1403と V1103で同程度だが、

予測期間後半は V1403が有意に小さい。熱帯域

850hPa気温では、ほぼ予測期間を通して V1403が

有意に大きい。一方、同図中列の RMSEは全般に

V1403で改善が見られ、V1403の方が V1103に比べ

て小さい。この結果、同図右列のスプレッドと

RMSEの比は、いずれも１より小さいものの、熱帯

域 850hPa気温ではほぼ予測期間を通して V1403

が V1103に比べて有意に大きくなり、RMSEに対す

るスプレッドはやや改善した。一方、北半球域

500hPa高度や熱帯域 200hPa速度ポテンシャルで

は、V1403が予測期間初期には大きくなったが、

予測期間後半は有意ではないものの小さくなる傾

向がある。今回の結果からは、熱帯域の 850hPa

気温では V1403においてスプレッドが大きくなり、

確率的物理過程強制法導入の効果が現れていると

考えられるほか、初期摂動の与えられていない南

半球域でも高度場や温度場などの多くの要素（図

略）でスプレッドが大きくなる変化が見られる。

一方、北半球域の多くの要素や熱帯域の 200hPa

速度ポテンシャルなどでは、過小であるスプレッ

ドが大きくなる改善は予測期間初期を除いて不明

瞭である。これらの結果は他の季節でも同様であ

る。 

 

1.2.5 ブロッキング高気圧 

 ブロッキング高気圧（以下、ブロッキング）は、

極東から太平洋の高緯度に発生すると、それに伴

い夏のオホーツク海高気圧の盛衰や冬の寒気の流

れの位置や強さに直接影響する（藤川 2013）。ま

たヨーロッパに発生すれば、その崩壊の過程で放

出されるエネルギーの伝播により、下流にあたる

日本付近の天候にも大きく影響する（前田 2013）。 

最近の現業モデルを用いたブロッキングの再現

性に関する研究として、Matsueda(2009)は TIGGE2 

プロジェクトで収集された世界の各現業機関の週

間予報モデルの予測におけるブロッキングの出現

頻度を検証し、気象庁の週間アンサンブル予報モ

デルではブロッキングの出現頻度が現実と比べて

少ない傾向であることを指摘している。１か月予

報モデルについても基本的には同様の傾向である

                                                           
2 観測システム研究・予測可能性実験 双方向グランド
全球アンサンブル(THORPEX Interactive Grand Global 

Ensemble)。１日から週間予報の改善を目的とした世界

天気研究計画(WWRP)の下で実施されている研究プロジ

ェクトである観測システム研究・予測可能性実験

(THORPEX)のサブプロジェクトの１つ。世界の主要な数

値予報センターの現業週間予報システムの複合的な利

用に関する研究や、モデルの相互比較が行われている。 
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ことが想定される（平井 2013）。 

今回の１か月 EPSの変更点の一つとして、水平

解像度の高解像度化がある。これまでの研究によ

ると、数値予報モデルの水平解像度が高くなるほ

ど、特に大西洋からヨーロッパにおけるブロッキ

ングの再現性が向上することが指摘されている

(Matsueda et al. 2009; Jung et al. 2012)。こ

のため、今回の１か月 EPSの更新によりブロッキ

ングの再現性の向上が期待される。本項では、北

半球冬季におけるブロッキングの平均的な出現頻

度について確認する。 

 

（１）データと解析方法 

検証対象期間は 1981/1982年から 2009/2010年

（29年）の 12～２月の３か月間（冬季）で、それ

ぞれ 11月 10日～２月 20日までの 11初期日を使

用する。用いた変数は 500hPa高度であり、データ

の水平解像度は解析、予測とも 2.5度格子である。 

今回は、冬季におけるブロッキングの平均的な

出現頻度について解析と予測を比較する。まず、

注目するブロッキングよりも短周期の現象の影響

を取り除くため、時間平均処理を行う。日４回（00Z、

06Z、12Z、18Z）の値を平均し日別値を求めた後、

前後３日の値を用いた７日移動平均を施し、移動

性擾乱等の影響を取り除き、日別７日移動平均値

を求める。以降、日付は７日移動平均の中心の日

付を指す。予測について、リードタイム（予報初

期日からの日数）で考えた場合、例えばリードタ

イム６日目（予報初期日から６日先）の７日移動

平均値は、リードタイム３～９日目の日別値を平

均した値となる。 

予測の集計には基本的にリードタイム４～31

日目を用いる。ただし、予測の実際の日付が今回

の検証の対象である冬季に含まれる場合に限定す

る。例えば 11月 10日初期日の予測は、実際の日

付が 12月１～10日にあたるリードタイム 21～31

日目のみを使用する。 

ブロッキングの検出を行うために、過去の研究

においていくつかの指数が利用されている。今回

は Tibaldi and Molteni(1990)の手法を基本とし、

Scherrer et al.(2006)が２次元に拡張した方法に

基づきブロッキングを検出する。 

検出の手順は以下のとおりである。７日移動平

均を施した 500hPa高度に対し、各格子点において

以下の条件を満たす場合にブロッキングが出現し

ているとする。 

 

 

第1.2.16図 ブロッキングの検出に関する模式図 

変数の定義は本文参照。 

 

第 1.2.17図 ブロッキングの平均出現頻度分布 

(a)等値線はV1403、陰影はV1403とJRA-55の差（V1403-JRA-55）、(b)(a)と同様、ただし予測はV1103、(c)等値線

はJRA-55、陰影はV1403とV1103の差（V1403-V1103）。1981/1982～2009/2010年（29年）の12～２月対象。等値線

間隔は0.05で、0.05以上を描画。陰影はカラーバーを参照。 
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第 1.2.18図 緯度帯ごとのブロッキングの平均出現頻度分布 

(a) 70̊N、(b) 60̊N、(c) 50̊Nを中心とした南北それぞれ５度の緯度帯（全体で10度幅）における平均出現頻度
分布。JRA-55（黒線）、V1403（赤線）、V1103（青線）。1981/1982～2009/2010年（29年）の12～２月を対象。 

 

 𝐺𝐻𝐺𝑆(x, y) = 𝑍(𝑥,𝑦) −𝑍(𝑥,𝑦௦)𝑦−𝑦௦ > 0 
𝐺𝐻𝐺𝑁(𝑥,𝑦) = 𝑍(𝑥,𝑦) −𝑍(𝑥,𝑦)𝑦 −𝑦 < −10 [𝑚 度⁄ ] y୬ = y + ∆y [度] yୱ = y − ∆y [度] ∆y = 15 [度] 

(1.2.1) 

 

ここで、Z(x, y)は格子点(x, y)（xは経度、yは緯度）
における 500hPa高度である。また、y୬とyୱはyを
中心として∆y[度]離れた北側及び南側の格子の
緯度である。今回は∆y を 15度とした。第 1.2.16
図に模式図を示す。なお、予測におけるブロッキ

ングの抽出は個々のメンバーごとに実施する。 

(1.2.1)式に基づいてブロッキングを検出した

場合には、東西南北２次元の出現頻度分布が得ら

れる。一方、過去の研究では、ある緯度帯におけ

るブロッキングの出現頻度を議論するために、経

度ごとに、ある緯度を中心とした南北に幅を持つ

緯度帯の中で、少なくとも１格子でもブロッキン

グ出現の条件（例えば (1.2.1)式）を満たす場合

には、その経度でブロッキングが出現していると

判断するという手法が用いられている。今回の検

証では、50̊N、60̊N、70̊Nを中心とした南北にそ

れぞれ５度の緯度帯（全体で 10度幅）において集

計した結果を示す。 

 

（２）平均的な出現頻度分布 

 第 1.2.17図は、V1403と V1103におけるブロッ

キングの冬季の出現頻度分布と、解析（JRA-55）

との差、及び V1403と V1103との差である。また、

同図(c)の等値線は、解析における出現頻度分布を

表す。ここでは、予測のリードタイムは考慮せず、

冬季に含まれる全てのリードタイムの予測を集計

の対象としている。 

 大西洋からヨーロッパ域について見ると、V1403

と V1103ともに解析と同様にこの領域にブロッキ

ングの平均的な出現頻度のピークが見られるが、

その値は解析に比べて低い。ただし V1403は出現

頻度が増加し、V1103よりも解析に近づいている

ことがわかる。一方で太平洋域も出現頻度のピー

クが予測でも存在し、大西洋からヨーロッパ域と

同様に V1403と V1103ともに解析よりも低い。し

かし、太平洋域では V1403は V1103よりも頻度が 
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第 1.2.19図 リードタイムごとのブロッキングの平均出現頻度分布 

(a)～(c)：リードタイム６日目における、(a)等値線はV1403、陰影はV1403とJRA-55の差（V1403-JRA-55）、(b)(a)

と同様、ただし予測はV1103、(c)等値線はJRA-55、陰影はV1403とV1103の差（V1403-V1103）。(d)～(f)：(a)～

(c)と同様、ただしリードタイム13日目。(g)～(i)：(a)～(c)と同様、ただしリードタイム20日目。(j)～(l)：

(a)～(c)と同様、ただしリードタイム27日目。リードタイムの日付は７日移動平均の中心日。1981/1982～

2009/2010年（29年）の12～２月対象。等値線間隔は0.05で、0.05以上を描画。陰影はカラーバーを参照。 
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減少し、特に 60̊N～70̊N、130̊E～180̊の範囲に

おいては解析との差が拡大している。このような

傾向は、70̊N、60̊N、50̊Nを中心とした南北それ

ぞれ５度の緯度帯（全体で 10度幅）におけるブロ

ッキングの平均出現頻度分布（第 1.2.18図）でも

見られる。 

 

（３）リードタイムごとの出現頻度分布 

 （２）では、全てのリードタイムの予測を用い

て出現頻度分布を求めた。ここでは、リードタイ

ムごとに出現頻度を集計し、その違いを確認する。

なお、リードタイムごとに集計すると、各リード

タイムに含まれる初期日はこれまでの全 11初期

日ではなく、８または９初期日となり、含まれる

初期日も変化する。例えば以降に示すリードタイ

ム６日目を対象とした場合は 11月 30日から２月

20日までの９初期日を使用するが、リードタイム 

 

 

第 1.2.20図 ブロッキングの平均出現頻度のリードタ

イムによる変化 

(a)ヨーロッパ（50̊N～60̊N、15̊W～15̊E）、(b)極東（60̊N

～70̊N、130̊E～160̊E）、(c)太平洋中部（55̊N～65̊N、

170̊E～160̊W）における平均出現頻度。横軸はリードタ

イムで、それぞれ７日移動平均の中心日。赤線は V1403、

青線は V1103、黒線は JRA-55に基づく各領域における

平均出現頻度。1981/1982～2009/2010年（29年）の 12

～２月対象。 

20日目を対象とした場合は11月20日から１月31

日までの８初期日を使用する。 

 第 1.2.19図は、リードタイム６日目、13日目、

20日目、27日目におけるブロッキングの平均出現

頻度分布である。それぞれ、予測１週目、２週目、

３週目、４週目に相当する。大西洋からヨーロッ

パ域に注目すると、ブロッキングの出現頻度はリ

ードタイムによらず増加して、解析に近づく傾向

が確認できる。ただしリードタイム 27日目には、

その出現頻度の増加する領域が、解析の出現頻度

のピークよりも低緯度側または西側にずれている

ことがわかる。太平洋域では、V1403の出現頻度

が解析よりも低い傾向について、リードタイムご

との違いは明瞭ではない。一方、V1103は特に 60̊N

から 70̊N、130̊Eから 180̊の範囲について、リー

ドタイム６日目、13日目には解析と比較して出現

頻度は低めの傾向だが、その後リードタイム 20

日目、27日目には高い傾向に変わっている。よっ

て、V1103の方が V1403よりも平均的な出現頻度

が解析に近いことを（２）で示したが、これは全

てのリードタイムを対象として集計したことによ

るものと考えられる。 

 第 1.2.20図は、(a)ヨーロッパ（50̊N～60̊N、

15̊W～15̊E）、(b)極東（60̊N～70̊N、130̊E～160̊E）、

(c)太平洋中部（55̊N～65̊N、170̊E～160̊W）にお

ける平均出現頻度のリードタイムによる変化を示

したものである。参考として黒線で JRA-55による

同じ領域の平均出現頻度を描画している。(a)ヨー

ロッパでは、全てのリードタイムを通じて予測は

解析に比べて低いが、V1403の方が V1103よりも

出現頻度が増加し解析に近づいている。(b)極東で

は、リードタイム 10日目までは V1403と V1103

で出現頻度は同等で、ともに解析と比べて低い傾

向がある。リードタイム 10日目以降は、V1403は

更に出現頻度が少なくなるが、その後増加しリー

ドタイム 30日程度で解析と同等となっている。一

方で V1103は、リードタイム 10日目以降は増加に

転じ、リードタイム 19日目に解析と同等となった

後、解析と比べて高い傾向に変わる。(c)太平洋中

部では、V1103は予測当初には出現頻度が解析よ
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りも低く、その後高めへと変わっていく。それに

対し、V1403は予測当初は出現頻度が低めだが、

V1103よりは解析に近い。その後リードタイムが

長くなるに従い出現頻度は増加するが、その増加

は小さく、リードタイム 14日目以降は解析とほぼ

同等であることがわかる。 

 

（４）ブロッキングのまとめ 

 本項では V1403における北半球冬季のブロッキ

ングの平均出現頻度を解析(JRA-55)及び V1103と

比較した。V1403では、大西洋からヨーロッパ域

の出現頻度が V1103に比べて増加し、解析に近づ

いた。この改善は数値予報モデルの高解像度化に

大きく起因すると考えられ、これまでの研究成果

（例えば、 Matsueda et al. 2009; Jung et al. 

2012）とも一致する。一方、太平洋域については

平均的には解析よりも少ない傾向だが、V1103に

見られた１か月予報期間前半では解析より少なく、

後半で多い傾向は弱まり、リードタイムによる違

いが小さくなった。全体に解析よりも少ない傾向

があることについては、Matsueda(2009)による当

庁の週間予報モデルに見られた傾向と同様である。 

 このように今回の１か月 EPSの変更により、平

均的には北半球冬季のブロッキングの再現性が改

善したと考えられる。ブロッキングの再現性の改

善と平均誤差の減少（第 1.2.2項）の組み合わせ

により、ブロッキングが関係する波束の伝播の予

測も改善することが期待されるが、その確認には

さらなる調査が必要である。 

 

1.2.6 総観規模擾乱の活動度 

寒帯前線ジェット気流に沿った傾圧帯では移動

性高低気圧（傾圧性擾乱）が発達する。また、こ

のような周期の短い総観規模擾乱（高周波擾乱）

は、中緯度のジェット気流の維持、形成に主要な

役割を果たすことが知られている（例えば、

Hartmann 2007）。V1403では、V1103に比べ水平解

像度が高解像度化されており、これにより高周波

擾乱の活動度の再現性も改善することが期待され

る(Jung et al. 2012)。本調査では、高周波擾乱

（ここでは周期 10日以下の擾乱を指すこととす

る）とジェット気流の関係に着目して評価検証を

行った。 

使用データは 2.5度格子間隔とし、高周波擾乱

成分の抽出には６時間瞬間値にカットオフ周期

10 日のハイパスフィルターを適用した。計算には

コントロールランのみを使用した。 

第 1.2.21図に高周波擾乱の活動度の指標とし

て、300hPa風の高周波擾乱成分の振幅( 22 vu  )
を新旧モデルについて計算した結果を示す。この

図は、12月 31日を初期値とする予測 30日間の結

果を 30年（1981～2010年）平均したものである。

高周波擾乱の活動度が大きな領域（北半球の太平

洋、北米、大西洋、ヨーロッパ、南半球の 50̊S

帯など）に注目して解析と比較すると、V1103で

は活動度が解析に比べて多くの領域で過小である。 

  
第 1.2.21図 高周波擾乱の活動度の平年値（1981-2010年の１月平均） 

左は V1403、右は V1103。等値線は 12/31を初期日とする予測 30日平均した 300hPa風の高周波擾乱成分の振幅

（単位 m/s）、陰影はその解析(JRA-55)との差（予測-解析）。 
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V1403では、これらの領域の多くで活動度が増大

し、解析との差が小さくなった。ただし、南半球

域のインド洋や南米周辺などでは、解析に比べて

過大な傾向も見られる。以上の結果から、V1403

は南半球の一部の領域で解析に比べて過大である

が、その他の多くの領域では高周波擾乱の活動度

の再現性が V1103に比べて改善されたといえる。 

 さらに、高周波擾乱による東西運動量フラック

スの収束・発散( yvu  /)( )を計算すると、高周

波擾乱の活動度が増大したことにより、東西風の

加速が解析に近づく傾向が見られる（図略）。 

 

1.2.7 マッデン・ジュリアン振動 

マッデン・ジュリアン振動(MJO： Madden-Julian 

Oscillation, Madden and Julian 1994)は熱帯で

卓越する周期 30～60日の季節内変動であり、熱帯

のみならず中高緯度の大気にも影響を与える変動

である。このため１か月予報にとって重要なシグ

ナルであり、１か月 EPSにおいて MJOをより良く

再現することは重要である。 

 本調査では、U.S. CLIVAR MJO ワーキンググル

ープによって開発されたMJOの診断ツール(Kim et 

al. 2009)を使用し、１か月 EPSにおける MJOの予

測精度や再現性を評価した。 

 

（１）データ 

予測値には V1403と V1103の 1981年から 2010

年の全メンバーのデータ、解析値には同期間の

JRA-55（風、速度ポテンシャル）と NOAAの外向き

長波放射データ(OLR, Liebmann and Smith 1996)

を使用した。また、1997年から 2010年までの GPCP

日別降水量を使用した。 

 

（２）MJO指数の定義 

MJOの位相、振幅を指数化するため、Wheeler and 

Hendon(2004)にならい MJO指数を定義した。使用

するデータは、15̊Sから 15̊Nで緯度平均した解

析のOLRと850hPa及び200hPa東西風(U850, U200)

である。まず、季節程度の時間スケールより周期

の長い変動成分を除くため、30年（1981～2010

年）の単純平均日別気候値、及び季節変動成分

（first three harmonics: １年、半年、４か月周

期成分）を引き、さらに前 120日平均値を引いた。

また、各要素は各々の分散の全球平均の平方根で 

 

 

第 1.2.22図 PC1と PC2で張られる位相空間上で定義

される MJOの位相 

図中の数字（１～８）は MJOの位相を表し、領域名は対

流活発域の存在する領域を表す。 

 

 

第1.2.23図 各位相における解析のOLRと200hPa風の

合成図 

陰影は OLR(W/m2)、矢印は 200hPa風(m/s)。期間は 11

月～４月。右側には各位相の合成に用いた日数を示す。 
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規格化した。このように求めた入力データをもと

に多変量 EOF解析を行い、第１モード(EOF1) と第

２モード(EOF2)を算出し、その規格化時係数 PC1

と PC2を MJO 指数と定義した。なお、MJO 指数の

予測値の計算には、OLRと U850及び U200の予測

値から初期日と予報期間ごとに求めたモデル平年

値、前 120日平均値（予測値がない期間は解析値

を使用する）を引き、解析の分散の全球平均の平

方根で規格化した値を解析の EOF1と EOF2に射影

して求まる規格化時係数 PC1と PC2を用いた。 

さらに、MJOの振幅を√PC1ଶ + PC2ଶにより定義
し、PC1と PC2で張られる位相空間上に MJOの位

相１から８を第 1.2.22図のように定義する。 

北半球冬季（11月～４月）の MJOの各位相（振

幅＞１）における解析の OLRと 200hPa風の合成図

を第 1.2.23図に示す。熱帯域を東進する大規模な

対流の特徴を捉えており、特にインド洋や海洋大

陸で対流の強弱が明瞭である。 

 

（３）MJO指数の予測精度 

MJO指数の予測精度を以下の指標で評価した。 

RMSE(τ) = ඩ1Nቀ൫fଵ(t, τ) − aଵ(t)൯ଶ + ൫fଶ(t, τ) − aଶ(t)൯ଶቁ
୲ୀଵ  

COR(τ) = ∑ ൫aଵ(t)fଵ(t, τ) − aଶ(t)fଶ(t,τ)൯୲ୀଵඥ∑ (aଵ(t)ଶ + aଶ(t)ଶ)୲ୀଵ ඥ∑ (fଵ(t, τ)ଶ + fଶ(t, τ)ଶ)୲ୀଵ  

PERR(τ) = 1N tanିଵ ቆaଵ(t)fଶ(t,τ) − aଶ(t)fଵ(t,τ)aଵ(t)fଵ(t, τ) + aଶ(t)fଶ(t,τ)ቇ
୲ୀଵ  

AERR(τ) = 1Nቀඥfଵ(t, τ)ଶ + fଶ(t, τ)ଶ − ඥaଵ(t)ଶ + aଶ(t)ଶቁ
୲ୀଵ  

ここで、aଵとaଶはそれぞれ解析の PC1と PC2であ
り、fଵとfଶは予測の PC1と PC2である。τは予測期
間を表し、Nはサンプル数を表す。RMSEは二乗平

均 平 方 根 誤 差 、 COR は ２ 変 数 の 相 関 係 数

(Gottschalck et al. 2010)、PERRは位相誤差、

AERRは振幅誤差を示す。PERR>0 (<0)は解析に比

べて予測の位相速度が速い（遅い）ことを表し、

AERR>0 (<0)は解析に比べて予測の振幅が大きい

（小さい）ことを表す。 

新旧モデルの MJO指数の予測精度を第 1.2.24

図に示す。決定論的な予測精度の目安となる COR

が 0.6を下回るのは予測 13日目であり、その期間

の予測では解析に比べて MJOの位相速度が速い。

また、予測期間を通して振幅の小さい傾向がある。

新旧モデルでこれらの特徴は共通しており、予測

精度に大きな変化は見られない。また、V1103よ

りも V1403の方が予測期間初期での位相速度の速

い誤差が大きく、振幅もほぼ予測期間を通してさ

らに小さくなっている。振幅が小さくなる傾向は、

第 1.2.14図に示した 200hPa速度ポテンシャルの

標準偏差が V1403でより小さくなっている結果と

も一致する。 

MJO指数の時間発展を調べるため、北半球冬季

における初期位相ごとの MJO 指数の合成図を第

1.2.25図に示す。これは、各位相において初期の

振幅が1.5より大きい時の40日後までの指数を平

均したものである。解析に比べて予測では位相の

進み方が早く、振幅の減衰も早い。解析では 90̊ 

 

 

第 1.2.24図 MJO 指数の予測精度 

V1403（赤）と V1103（青）の予測精度。上から RMSE、

COR、PERR（単位は度）、AERR。横軸は予測日数。スコア

の定義については本文を参照のこと。 
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程度まで振幅1.0以上を維持して進むが、予測では

45̊程度までしか振幅1.0以上を維持できていない。

また、各位相において振幅が1.0を下回るまでの日

数を第1.2.2表に示す。この結果から、MJOの持続

期間は解析に比べて予測では短く、MJOの衰退が早

いことが分かる。予測では、平均して解析の半分

程度の期間しか持続していない。 

 

 

 

第 1.2.25図 各位相において初期の振幅が 1.5より大

きい時の 40日後までの PC1と PC2の合成図 

上は解析、下は V1403の予測を示す。予測は初期日の振

幅が 1.5より大きい時の予測 40日目まで。期間は 11

月～４月。 

 
第1.2.2表 第1.2.25図の各位相において振幅が1.0を

下回るまでの日数 

 初期位相 

1 2 3 4 5 6 7 8 

解析 16 16 15 16 16 12 16 17 

予測 10 8 6 7 9 9 7 7 

 

（４）MJOの再現性 

MJOに伴う対流活発域の東進の様子を解析、新

旧モデルの予測それぞれについて調べた。 

第 1.2.26図は、北半球冬季において初期に MJO

の位相が３（インド洋東部で対流活発）であり、

かつ振幅が 1.0より大きい事例について、赤道域

（15̊S～15̊N）で緯度平均した降水量平年偏差の

経度時間断面合成図である。予測 40日目までを示

す。解析では、０日目でインド洋東部に見られる

降水量の正偏差が東進し、20日目頃には日付変更

線付近に達する様子が見られる。予測では１週目

にかけて解析よりも速い位相速度で西太平洋へ偏

差が進む一方、予測５日目以降、海洋大陸付近に 

 

 

 

 

第 1.2.26図 初期の位相が３、振幅が１より大きい事

例について赤道域（15̊S－15̊N）で緯度平均した降水

量平年偏差の経度時間断面合成図 

上から解析、V1403、V1103。縦軸は日数で、予測の場合

は予測日数。期間は 11月～４月。単位は mm/day。右側

の値は合成に用いた日数を表す。 
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とどまる偏差も見られる。また、V1403では V1103

よりもさらに振幅が小さくなっており、MJOの振

幅の誤差傾向（第 1.2.24図）と一致する。  

 第 1.2.27図は同様に 200hPa速度ポテンシャル

平年偏差についての合成図である。予測では降水

量と同様に同じ経度にとどまる偏差が見られるほ

か、解析に比べて東進の速度が速い赤道ケルビン

波と思われる波が見られる。このような MJOの東

進が解析に比べて弱い傾向は、予測初期に他の位

相で振幅が大きい場合や北半球の夏季においても

見られる（図略）。 

 北半球の夏季には、MJOに伴う対流活発な位相

がインド洋や海洋大陸付近で北進する(Kikuchi 

and Wang 2010; Lee et al. 2013)。そこで、イン

ド洋域での対流活発な位相の北進の再現性を調べ

た。第 1.2.28図は北半球夏季（５月～10月）に 

 

 

 

 

第 1.2.27図 第 1.2.26図と同じ。ただし、200hPa速

度ポテンシャル平年偏差（単位は 10 6 m2/s）。 

 

 

 

第 1.2.28図 インド洋の領域（OLR：10S－5N、75E
－100E、U850：3.75N－21.25N、68.75E－96.25E）
で平均した OLR、U850に対する、インド洋（80E－100E
の平均）の OLR、U850のラグ相関 

陰影が OLR、等値線が U850。上から解析、V1403、V1103。

予測はラグ０が予測５日目に対応する。期間は５月～10

月。 

 

おいて、インド洋の領域（OLR：10̊S～5̊N、75̊E

～100̊E、U850：3.75̊N～21.25̊N、68.75̊E～

96.25̊E）で平均した OLR、U850に対する、インド

洋東部（80̊E～100̊E）で経度平均した OLR、U850

のラグ相関である。予測の検証では、ラグ０が予

測５日目に対応するようにラグ相関を計算した。

解析では時間とともに相関の高い領域が北へのび、

インド洋での対流活発な位相の北進が見られる。

一方、予測では北進傾向は弱く、インド洋域の対



流活発な位相の北進が良く再現できていないこと

を示している。 

 各位相での MJOの再現性を調べるため、北半球

冬季におけるV1403の予測１週目のOLRと200hPa

風の MJOの位相別合成図を第 1.2.29図に示す。予

測では、解析（第 1.2.23図）に比べて特にインド

洋や海洋大陸で対流が弱い傾向がある。モデルの

予測では MJOに伴う対流の組織化が弱く、特にイ

ンド洋域や海洋大陸での MJOの発達が十分に再現

されていないことを示唆する。これらの特徴は、

北半球の夏季においても同様に見られる（図略）。 

 

（５）MJOのまとめ 

MJOの予測精度、再現性に関する評価では、予

測２週目までは概ね予測精度があるが、モデルの

予測は解析に比べて MJOの位相速度が速く、振幅

も小さい傾向が示された。これらの特徴は、新旧

モデルで共通している。また、V1403は V1103に

比べてより振幅が小さい傾向があり、MJOが発達

しづらい特徴があるといえる。さらに、北半球夏 

 

  

第 1.2.29図 第 1.2.23図と同じ。ただし V1403の予

測１週目に対するもの。 

季におけるインド洋域の対流活発な位相の北進は、

新旧モデルとも十分に予測できていないことが分

かった。他機関のモデルを使った研究(Jung et al. 

2012)では数値予報モデルを高解像度化しても

MJOの予測精度は向上しないことが示されており、

今回の調査結果と整合する。 

 

1.2.8 夏のアジアモンスーン 

 夏のアジアモンスーンの季節変化について、降

水量の日別平年値を用いてモデルの再現性を確認

する。 

第 1.2.30図は、インド付近とフィリピン付近で

経度平均した降水量平年値（1997～2010年平均）

の緯度・時間断面図である。モデルの平年値は、

各月末初期値からの１か月間の予測をつなぎ合わ

せている。インド付近について解析と予測を比較

すると、解析の極大域（赤破線）は盛夏期に 20̊N

以北まで北上するのに対し、予測では新旧モデル

とも盛夏期の極大域が解析に比べて南寄りに位置

し、かつ降水量が多い。また、5̊S付近の降水量

も新旧モデルで解析に比べて多く、V1403でより

増加している。フィリピン付近については、解析

の極大域は盛夏期に 15̊N付近まで北上する。モデ

ルの予測でも同様だが、V1403は V1103に比べて

解析の極大域にあたる緯度帯における降水量が減

少し、夏から秋にかけての極大がやや北寄りに位

置して不明瞭になっている。一方、赤道から 5̊S

付近では新旧モデルとも解析に比べて降水量が多

く、V1403ではこの傾向がより強まった。これら

の結果は、第 1.2.4図の月平均場の平均誤差で見

られた特徴とも一致する。 

 次に、インド洋北部から南アジア域における東

西風の鉛直シア指数(WYI; Webster and Yang 1992)

とフィリピン付近における北西太平洋モンスーン

指数(WNPMI; Wang et al. 2001)の季節変化を第

1.2.31図に示す。WYIは、40̊E～110̊E、0̊～20̊N

の領域で平均した 850hPa東西風(U850)と 200hPa

東西風(U200)の差(U850-U200)として計算され、イ

ンド洋北部から南アジア域における東西風の対流

圏上下層の鉛直シアの強さを表す。WNPMIは、U850 
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インド付近（65E～85E） 
解析(GPCP) 

 
V1403 

 
V1103 

   
フィリピン付近（125E～145E） 

解析(GPCP) 
 

V1403 
 

V1103 

   
第 1.2.30図 降水量平年値の緯度・時間断面図 

上段はインド付近（65E～85E）、下段はフィリピン付近（125E～145E）で経度平均した日別降水量の 1997

～2010年平均値の季節変化（３～10月）。左から解析(GPCP)、V1403、V1103。モデルの値は各月末初期値（縦

目盛の赤線）からの１か月間の予測のつなぎ合わせ。単位は mm/day。赤破線は解析の極大値の季節変化を表す。 

 

  

第 1.2.31図 東西風の鉛直シア指数(WYI)（左）と北西太平洋モンスーン指数(WNPMI)（右)の季節変化 

WYIは、40E～110E、0～20Nにおける 850hPaと 200hPaの東西風の差(U850-U200)。WNPMIは、850hPa東西風
のフィリピン付近の南（100E～130E、5N～15N）と北（110E～140E、20N～30N）の領域平均の差（南-北）。
どちらも単位は m/s。黒線は解析、赤線は V1403、灰色線は V1103の各初期値からの予測の平年値（1981～2010

年）。横軸は月を表す。 

 

のフィリピン付近の南（100̊E～130̊E、5̊N～15̊N）

と北（110̊E～140̊E、20̊N～30̊N）の領域平均の

差（南－北）として計算され、フィリピン付近に

おける対流圏下層のモンスーン循環の強さを表す。

第 1.2.31図から、WYIは V1403（赤線）、V1103（灰

色線）ともに夏から秋にかけて、初期値から予測

が進むにつれて解析（黒線）の季節進行から離れ

て、解析より小さい値となる傾向が共通して見ら

れる。これは、東西風の鉛直シアが新旧モデルと

も弱い系統誤差があることを示している。WNPMI

では、夏の V1403において同様に予測が進むにつ

れて解析より小さい値へと離れる傾向がある。こ
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れは、フィリピン付近のモンスーン循環が V1403

では夏（特に盛夏期）に解析と比べて弱いことを

示している。 

 このように夏のモンスーンの予測について、

V1403では特にフィリピン付近のモンスーン循環

が弱まる系統誤差が大きくなった。これには第

1.2.2項でも述べた積雲対流スキームにおけるト

リガー関数の閾値の変更が主に影響しているもの

と考えられる。 

 

1.2.9 まとめ 

 2014年３月に更新された新しい１か月

EPS(V1403)を用いてハインドキャストを実施し、

予測性能の評価を行った。その結果について、プ

ロダクトを利用する観点からまとめる。 

平均誤差（系統誤差）や予測精度は、中高緯度

を中心に V1103と比べて概ね改善の結果が得られ、

このうち予測精度は特に予測期間前半に大きく改

善した。１週目を中心とした予測期間前半の予測

精度の改善には、今回のハインドキャスト実験仕

様の変更のうち、大気初期値の変更（JRA-25/JCDAS

から JRA-55への変更）の効果が大きく寄与してい

る。このため、大気初期値として新旧 EPSで同一

の全球速報解析を利用する現業システムにおいて

は、V1403の改善傾向は変わらないものの、改善

幅は割り引いて考える必要がある。 

熱帯域の平均誤差は季節や領域によって大きく

なる変化が見られ、特に夏のアジアモンスーン循

環が弱まる誤差が大きくなった。これには、今回

の変更点のうち主に積雲対流スキームにおけるト

リガー関数の閾値の変更が影響していると見られ

る。また、この誤差と関係して、夏のユーラシア

大陸から日本付近にかけての亜熱帯ジェット気流

が V1403でより弱くなる特徴がある。ただし、予

測値から平均誤差を引くことにより補正（系統誤

差補正）した後の循環場の予測精度は、V1103に

比べて V1403では全般に改善または同等の結果が

得られており、平均誤差が大きくなったことによ

る予測精度への悪影響は見られていない。 

プロダクトの作成時には系統誤差を補正してい

るため、利用者は通常系統誤差を意識する必要は

ない。しかし、系統誤差が大きいと補正値自身の

推定誤差が大きくなることには留意する必要があ

る。またモデル開発の立場からは、系統誤差を小

さくするためのモデルの改良が引き続き重要であ

る。 

中高緯度におけるブロッキングの出現頻度や総

観規模擾乱の活動度の再現性については、V1403

で概ね改善が見られた。この改善にはモデルの水

平高解像度化が寄与していると考えられる。一方、

MJOの予測精度は新旧 EPSでほとんど変化してい

ない。 

年々変動の大きさは、北半球域では夏を除いて

V1403は V1103と比べて解析に近づき、概ね適正

といえる。しかし、夏の北半球域や、熱帯域では

年を通して、新旧 EPSとも解析に比べて過小傾向

があり、その傾向が V1403ではより強まった。こ

の特徴は MJOの振幅が V1403でより小さくなった

ことにも現れている。 

 スプレッドは、北半球の夏を中心に新旧 EPSと

も予測期間を通して予測誤差に比べて過小傾向が

ある。V1403では確率的物理過程強制法が導入さ

れ、熱帯域の気温場や初期摂動の考慮されていな

い南半球域の循環場でスプレッドが大きくなる効

果が確認できる一方、北半球域の主な要素や熱帯

域の 200hPa速度ポテンシャルでは予測期間初期

以外、そのインパクトは不明瞭であり、予測期間

後半にはむしろスプレッドが V1103に比べてやや

小さくなった。プロダクトを利用する際は、北半

球域では主に夏の２週目以降、熱帯域では季節に

よらず予測期間を通して、スプレッドが過小傾向

であることを考慮する必要がある。また、降水量

と海面水温の正相関が強すぎる大気モデルの特性

（平井 2013）や、境界値（海面水温）の不確実性

が考慮されていない点も新旧 EPSで変わらない。

これにより、熱帯域の対流活動分布に関わるスプ

レッドが予測期間後半ほど過小となる可能性があ

ることにも、これまで同様留意する必要がある。 
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1.3 １か月予報及び異常天候早期警戒情報のた

めのガイダンスの更新1 

1.3.1 はじめに 

季節予報作業におけるガイダンスは、数値予報

結果を客観的な予測式に基づいて各地域の予測値

や確率値へ翻訳する予報資料のひとつである。１

か月予報や異常天候早期警戒情報（以下、早警）

のガイダンスは、予測値の誤差を考慮し、事前に

過去事例の予測値と実況値との統計的関係を求め、

実 際 の 予 報 に 適 用 す る Model Output 

Statistics(MOS)方式で作成している。このため、

今回の１か月予報モデルの更新に伴い、１か月予

報及び早警のためのガイダンスシステムも更新し

た。ガイダンスの作成手法は、（伊藤 2013）と基

本的には同じで、対象とする地域近傍の格子点値

を仮予測因子とする線形重回帰式であり、確率分

布には正規分布を仮定して、その分散は重回帰式

の残差分散としている。今回は、地域平均に使用

する格子点や仮予測因子などを変更した。 

実際の予報作業においては、ガイダンスの特性

を理解したうえで、予測された循環場の特徴を考

慮してガイダンスを修正することが必要である。

一方、これまでのガイダンスは、後に示すように

解釈に難しい場合があり、精度を確保しつつも「シ

ンプルで理解しやすい」ガイダンスを目標として

更新を実施した。ガイダンスの作成には、1981年

から 2010年までの各月 10日、20日、末日を初期

値とする過去事例を対象とする予報実験（ハイン

ドキャスト）の５メンバーの予測値を用いた。こ

こで現モデル（以下、V1403）のデータを用いて作

成した新しいガイダンスを「新ガイダンス」、同じ

事例に対して旧モデル（以下、V1103）のデータを

用いて作成されたこれまでのガイダンスを「旧ガ

イダンス」と呼ぶ。その他の詳細なハインドキャ

ストの仕様は第 1.2節を参照されたい。本節では、

更新の内容及び作成したガイダンスの精度につい

て述べる。 

 

                                                      
1竹川 元章、大塩 健志（地球環境業務課） 

1.3.2 地域平均に用いる格子点の変更 

これまでのガイダンスは、気温ガイダンスの予

測因子に地上気温を導入（気象庁 2011）してから、

平均的な精度は向上したものの、モデルで予測さ

れる 850hPa 気温など循環場から想定される地上
気温とガイダンスの地上気温とが、整合していな

い場合があることが指摘されていた。 

第 1.3.1図 地域平均に使用した格子点（V1403） 

図中右端のカラーバーは陸面積率（％）を表す。 

この原因の一つには、予測因子としているモデ

ルの地上気温は海上の格子点も一部含まれている

ため、モデルでは初期値の偏差を固定している海

面水温の影響を強く受けすぎて、循環場の予測と

矛盾する結果が出るなど、地上気温が海面水温の

影響を受けていることが考えられた。旧ガイダン

スでは、１か月予報モデル自体の解像度の関係か

ら、「陸上」とみなされる格子点が少なく、また、

日本付近で選択できる格子点の数が少なかったた

め、陸面積率が０、すなわち海上の格子点を多数

使用しなければならなかった。V1403では、高解

像度化により日本付近の海陸分布が大幅に改善さ

れ、ガイダンスに用いる格子点間隔はこれまでの

1.25度から 0.5度となり、海上の格子点を使用し

なくとも、予測因子の地域平均に使用する格子点

を多数選択できるようになった。このため、新ガ

イダンスでは、陸面積率が 30％以上の格子点を用

いて地域平均を作成することとした（第 1.3.1図）。

なお、V1403においても南西諸島付近や種子島、
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屋久島付近の格子点は陸面積率が０となっており、

当該地域では地域平均に使用している気象官署付

近の格子点を使用することとした。 

 
1.3.3 仮予測因子の変更 

旧ガイダンスでは、多重共線性2を十分に排除で

きていない場合があり、例えば地上気温と 500hPa

高度のように互いに相関の高い要素が予測因子に

採用され、本来同じ性質を持つ要素であっても両

者の回帰係数の符号が異なるなど、ガイダンスの

結果と予測因子の関係について解釈の難しい回帰

式がしばしば作成されていた。この問題を解消す

べく、新ガイダンスでは、多重共線性の排除を考

慮して回帰式を作成することを基本方針とした。

具体的には、互いに相関の高い要素は同時に仮予

測因子候補としないように、総当たり的に試行を

繰り返し、精度と解釈のしやすさの両面から判断

し、仮予測因子を決定した。回帰式に選択された

仮予測因子を第 1.3.1表に示す。それぞれの予報

要素について選択した予測因子は概ね以下の通り

となっている。 

・気温ガイダンス：地上気温＋湿数 

・降水量ガイダンス：降水量＋風 

・日照時間ガイダンス：全雲量＋風 

・降雪量ガイダンス：地上気温＋風 

次に、仮予測因子を選定する際に特に検討した

点について述べる。 

 
（１） 気温ガイダンスに強制的に予測因子とし

て与える要素の検討 

ガイダンスでは、時間方向の予測値の連続性を

考慮して特定の説明変数を強制的に採用する方法

をとっている。気温ガイダンスに強制する予測因

子を選定するため、地上気温、925hPa気温及び

850hPa気温をそれぞれ用いたガイダンスの精度

を比較する。なお、仮予測因子はそれぞれの気温

                                                      
2 変数間に複数の完全または近似的な線形関係が成立
していること。多重共線性がある場合、用いる説明変

数の加除により回帰式の係数が大きく変化したり、通

常考えられる符号と異なる結果が得られたりなど、回

帰式の信頼性が低下する。 

及び 925hPa湿数の２つである。 

各ガイダンスのブライア・スキルスコア3（以下、

BSS）を第 1.3.2表に示す。各予報対象期間で、北・

東・西日本では地上気温を用いたガイダンスが

925hPa、850hPa気温を用いたガイダンスよりも精

度が上回っていることがわかる。早警の「かなり

低い、かなり高い」で評価した場合も同様に、地

上気温を用いたガイダンスの精度が最も良い結果

となった（表略）。一方で沖縄・奄美では 925hPa

気温を用いた場合の方が、精度の良い場合があり、

特に春・秋・冬はより精度が良くなっている（表

略）。 

続いて、地上気温を用いた場合に海面水温の影

響を受けすぎることがないか確認するために、地

上気温を用いたガイダンスと 850hPa気温を用い

たガイダンスの分布を第 1.3.2図に示す。地上気

温を用いたガイダンスの分布には、850hPa気温を

用いたガイダンスの分布から外れるような高温や

低温の偏りはない。この傾向は、季節、地域を問

わず、同様に分布に偏りは存在しない（図略）。こ

のことから海面水温の影響が過大ではないことが

確認できた。 
地上気温を用いたガイダンスの精度が最も良く、

値の分布に偏りもないことから、新ガイダンスで

も旧ガイダンスと同様に基本的には地上気温を採

用した。なお、春・秋・冬の沖縄・奄美は例外で、

925hPa気温が地上気温を用いた場合よりも精度

が良いので、これを採用した。 

 

（２） 夏の沖縄・奄美の気温ガイダンスの仮予

測因子の検討 

第 1.2.8項で述べたように、V1403では沖縄・

奄美をはじめ日本の夏の天候に影響する北半球の

                                                      
3 確率値の精度を示す指標の１つに、予測確率値の２
乗平均誤差で定義されるブライアスコア(BS)があり、
気候値予報のブライアスコアからの改善率をブライ

ア・スキルスコア(BSS)という。ブライアスコアは信頼
度（Brel）と分離度（Bres）の項に分けることができ、
信頼度曲線（横軸に予測確率値、縦軸に実況出現率を

とり、予測確率値ごとの実況出現率を結んだ線）が対

角線に近く、かつ気候的出現率から離れた確率の予測

頻度が多いほど予測精度が高いといえる。 
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第 1.3.1表 各予報要素の仮予測因子 

表中、T：気温、TD：露点温度、Z：ジオポテンシャル高度、ω：鉛直流、Rain：降水量、CLA：全雲量、Wind：
風の北東成分・北西成分、Surf：地上気圧面、◎：強制される予測因子、○：選択される予測因子、北：北日本
（東、西についても同様）、日：日本海側、太：太平洋側、群・長北：群馬県北部・長野県北部、岐阜山：岐阜

県山間部、をそれぞれ示す。 
モデル要素 T T-TD Z ω Rain CLA Wind 

予報 

要素 季節 地方 気
圧
面
 

Su
rf

 

92
5 

70
0 

70
0-

Su
rf

 

92
5 

70
0 

50
0 

70
0  
 

 
 

92
5 

85
0 

50
0 

気温 

春4、

秋、冬 

北、東、西 ◎       ○                 

沖縄・奄美   ◎   
 
○                 

夏 
北、東、西 ◎       ○                 

沖縄・奄美 ◎           ○             

降水量 

春 
東・西日                 ◎       ○ 

上記以外                 ◎   ○     

夏 
北・東日                 ◎       ○ 

上記以外                 ◎   ○     

秋 
北・東日                 ◎   ○     

上記以外                 ◎     ○   

冬 全ての地域                 ◎   ○     

日照 

時間 

春、秋 
東日、西                   ◎     ○ 

上記以外                   ◎ ○     

夏 
北太、東、西                   ◎ ○     

上記以外                   ◎     ○ 

冬 全ての地域                   ◎ ○     

降雪量 
春 

北日 ◎                   ○     

東・西日 ◎                       ○ 

秋・冬 全ての地域 ◎                   ○     

降雪量 

(早警) 

春、秋 

北海道日、北陸 ◎             ○           

東北日、近畿日、

山陰 
◎         ○           ○   

群・長北、岐阜山     ◎         ○     ○     

冬 

北海道日           ◎   ○     ○     

東北日、群・長北 ◎         ○               

岐阜山     ◎         ○           

北陸、近畿日、 

山陰 
◎     ○             ○     

                                                      
4 春は３～５月の全９初期日、夏は６～８月の全９初期日、秋は９～11月の全９初期日、冬は、12～翌年２月の全
９初期日。 
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第 1.3.2表 気温ガイダンスの BSSの比較 

それぞれの気温を強制的に予測因子に選択した場合の

通年の精度を表す。数値は BSSの値。同種で最も精度

が良いものを赤字で示す（同値の場合はさらに小さい

桁も考慮）。予測対象期間は、モデル初期値からそれ

ぞれ、２日目からの 28日間（１か月）、２日目からの

７日間（１週目）、９日目からの７日間（２週目）、

16日目からの 14日間（３～４週目）。 

強制 
予測対象 

期間 
北日本 東日本 西日本 

沖縄 

・奄美 
予測 

因子 

  １か月 0.30 0.30 0.31 0.19 

地上 １週目 0.63 0.59 0.58 0.47 

気温 ２週目 0.23 0.27 0.24 0.18 

  ３～４週目 0.08 0.08 0.07 0.03 

  １か月 0.28 0.29 0.29 0.19 

925hPa １週目 0.59 0.55 0.53 0.43 

気温 ２週目 0.22 0.26 0.22 0.17 

  ３～４週目 0.07 0.06 0.06 0.02 

  １か月 0.27 0.25 0.24 0.18 

850hPa １週目 0.52 0.49 0.47 0.36 

気温 ２週目 0.21 0.23 0.19 0.15 

  ３～４週目 0.06 0.05 0.04 0.02 

 

 

 
第 1.3.2図 気温ガイダンスの分布の比較 

1981～2010年冬（12月から２月）の北日本のガイダン

ス予測値（２週目、予報６日目からの７日間平均値）。

横軸がガイダンス、縦軸が観測された７日平均気温の

平年差（℃）。色実線は回帰直線。 

 

夏のアジアモンスーンの予測精度が課題とされて

いる。気温ガイダンスの仮予測因子は、気温と湿

数の組み合わせとしているが、沖縄・奄美の夏に

おいては、両者で作ったガイダンスでは旧ガイダ

ンスに比べ精度が大幅に低下する。そこで、湿数

に代わる仮予測因子を再度検討したところ、

500hPa高度を用いた場合の精度が最も良かった。

沖縄・奄美の夏においては、地上気温と 500hPa

高度のモデル内での相関が低いため、両者を共に

仮予測因子とした場合でも、両者の回帰係数の符

号は一致しており、解釈しやすいという基本方針

に反していない。 

 

（３） 日照時間ガイダンスに強制的に予測因子と

して与える要素の検討 

旧ガイダンスでは、日照時間ガイダンスの予測

因子に降水量を強制していたため、期間のはじめ

に降水量がかなり多く予想されていた場合に、そ

れだけで 28日間日照時間ガイダンスが少なくな

ってしまうなどの問題が指摘されていた。このた

めより適切な予測因子を採用すべく、湿りと関係

する要素である全雲量、925hPa湿数及び降水量そ

れぞれを用いたガイダンスの精度を比較した。 

各ガイダンスのBSSを第1.3.3表に示す。なお、

仮予測因子は上述の３要素のいずれかと、925hPa

の風の北東及び北西成分の３つである。全雲量を

用いた場合が、全ての地域で最も精度が良い。季

節別に比較しても、各地域で概ね全雲量を用いた

場合の精度が良い（表略）。よって、日照時間ガイ

ダンスでは、全雲量を用いることとした。 

 

第 1.3.3表 日照時間ガイダンスの BSSの比較 

それぞれの要素を強制的に予測因子に選択した場合の

通年の精度を表す。数値は BSSの値。同種で最も精度

が良いものを赤字で示す（同値の場合はさらに小さい

桁も考慮）。 

評価期間：通年 北日本 東日本 西日本 
沖縄・

奄美 

全雲量 0.04 0.10 0.13 0.05 

925hPaの湿数 0.01 0.07 0.07 0.05 

降水量 0.02 0.05 0.08 0.01 
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1.3.4 １か月予報ガイダンスの精度評価 

新旧ガイダンスの精度の比較及び１か月予報の

木曜日発表5に対応してリードタイムを１日延長

した場合の精度の比較について述べる。なお、こ

こでの精度はハインドキャストデータを用いて独

立資料6で評価した予測精度を指す。 

通年の各期間別気温ガイダンス及び季節別の１

か月気温ガイダンスの BSS及び平方根平均二乗誤

差（以下、RMSE）を第 1.3.3図から第 1.3.6図に

示す。リードタイムの延長を考慮しない V1403_L2

と V1103_L2の比較ではいずれの精度も向上して

いる。リードタイムを延長した影響も含めて精度

を評価するため V1403_L3と V1103_L2の精度を比

較すると、リードタイム延長の影響が大きい１週

目を除き、各予測対象期間について概ね精度は向

上している。また、季節別では沖縄・奄美の夏を

除いてほとんどの季節・地域で概ね精度が向上し

ている。 

続いて、気温以外の通年の各１か月予報ガイダ

ンスのBSS及びRMSEを第1.3.7図と第1.3.8図に

示す。降水量、日照時間は気温に比べ精度は低い

が、V1403_L3と V1103_L2の精度を比較すると、

降水量ガイダンスは北日本及び東・西日本太平洋

側では精度が向上している。一方、東・西日本日

本海側と沖縄・奄美では、精度が低下している。

V1403_L2と V1103_L2の比較では精度はほぼ同じ

か向上していることから、予測精度の高い予報期

間はじめの降水量が 1か月降水量に影響したと考

えられる。日照時間ガイダンスは全ての地域で精

度が向上している。強制する仮予測因子に全雲量

を採用したことが精度向上に寄与したと考えられ

る。降雪量ガイダンスは、北日本日本海側では精

度が低下しているが、東・西日本日本海側では向

上している。今回はガイダンスの解釈のしやすさ

                                                      
5 平成26年３月から１か月予報の発表日を毎週金曜日
から木曜日に変更したが、予報対象期間のはじまりは

土曜日からと変更せず、ユーザーが同じ期間の予報を

１日早く入手できるようにした。 
6 予測式を作成した資料とは独立な資料で評価を行う
ため、30年間のハインドキャスト期間の各年について、

評価する年を除く29年間で予測式を作成して評価した。 

も考慮し、予測因子をシンプルなものにしたが、

北日本の冬の降雪量は、寒気の強さだけではなく、

低気圧の影響もあるなど複雑であることが影響し

ている可能性がある。一方で、東・西日本日本海

側では気温と降雪量の相関は強く、気温の精度向

上が反映されているものと考えられる。 

 
1.3.5 気温の早警ガイダンスの評価 
早警は、１か月予報とは異なり、リードタイム

を延長しないので、旧ガイダンスと同様のリード

タイムで発表している。このため、モデル更新に

よる精度の向上分をそのままプロダクトに反映で

きる。 
気温の早警ガイダンスのリードタイム６日（早

警対象日の初日）の通年の BSSを第 1.3.9図に示

す。BSSは沖縄・奄美を除き向上しており、特に、

北・西日本では改善率が大きい。リードタイム７

日から９日（早警対象日の最終日）についても同

様に向上がみられ（図略）、旧ガイダンスに比べお

よそ１日分程度の精度の向上がみられる。精度の

向上は、分離度（Bres）の向上によるところが大

きく、旧ガイダンスに比べ気候的出現確率値であ

る 10％から離れた確率をより多く予想するガイ

ダンスになっているといえる。沖縄・奄美は、１

か月予報と同様に夏の精度が低下している（図略）。 

次に「かなり高い」と「かなり低い」を対象と

したリードタイム６日の信頼度曲線を第 1.3.10

図に示す。信頼度曲線は対角線に沿って右肩上が

りで、大きな確率を表現した場合であっても信頼

度は高いといえる。リードタイム７日から９日で

あっても概ね右肩上がり（図略）で、旧ガイダン

スに比べリードタイムが伸びても信頼度の高い確

率を表現できるようになっている（図略）。 

続いて、確率的精度指標の１つである ROC曲線

のリードタイム６日の図を第 1.3.11図に示す。早

警の情報発表基準である予測確率 30％以上の捕

捉率（「発表あり」/「現象あり」）は、概ね各地と

も向上しており、特に西日本で大きい。誤発表率

（「発表あり」/「現象なし」）は旧ガイダンスと概

ね同程度となっている。 
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第 1.3.3図 通年の各期間別気温ガイダンスの確率的予測精度（BSS） 

図中、L3：リードタイム 3日からの精度（L2も同様）、北：北日本（東、西も同様）、沖・奄：沖縄・奄美を指す。 

 
第 1.3.4図 季節別の１か月気温ガイダンスの確率的予測精度（BSS） 

図中の略称等については第 1.3.3図と同じ。 
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第 1.3.5図 通年の各期間別気温ガイダンスの予測精度（RMSE） 

縦軸の単位は℃。図中の略称については第 1.3.3図と同じ。 
 

 
第 1.3.6図 季節別の１か月気温ガイダンスの予測精度（RMSE） 

縦軸の単位は℃。図中の略称については第 1.3.3図と同じ。 
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第 1.3.7図 各１か月予報ガイダンスの確率的予測精度（BSS） 

１か月予報の降雪量の評価期間は 11 月上旬から３月下旬（以下、同じ）。図中、北日：北日本日本海側、北太：北
日本太平洋側を指す。東日、東太、西日、西太も同様。沖・奄は沖縄・奄美。 

 
第 1.3.8図 各１か月予報ガイダンスの予測精度（RMSE） 

縦軸の単位は％。図中の略称は第 1.3.7図と同じ。 
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第 1.3.9図 早警ガイダンスの確率的予測精度（BSS） 

LT＝6はリードタイム６日の結果を表す。縦軸は分離度

（Bres）。図中の略称については第 1.3.3 図と同じ。 
 

 
第 1.3.10図 早警ガイダンスの信頼度曲線（LT=6） 

７日平均気温の「かなり高い」または「かなり低い」

の予測確率値に関する信頼度曲線（赤線）、予測頻度（緑

線）、両階級の出現率の気候値（黒横線）を表す。横軸

が予測確率、縦軸が現象の出現率を表す。図上部の Brel

は信頼度、Bresは分離度、数字は各スコアの 100倍の

値を表す。 
 
1.3.6 降雪量の早警ガイダンス 
（１） 使用した観測データと正規化の検討 

降雪量の早警は、まとまった降雪による災害の

軽減・防止が情報の目的である。このため、本ガ

イダンスでは、山地を多く含むアメダスの観測値

を利用し作成した地域平均値を観測データとして

用いて情報を作成している（大久保と中三

川,2013）。 

     

 
第 1.3.11図 新旧ガイダンスの ROC曲線 

リードタイム６日の７日平均気温の「かなり高い」ま

たは「かなり低い」の ROC曲線の通年の図。横軸は誤

発表率、縦軸は捕捉率を表し、図上部の数字は ROC面

積の 100倍を表す。濃い線が新ガイダンス、薄い線が

旧ガイダンスの結果。捕捉率は（「予測確率○％以上」

の回数/「現象あり」の回数）で定義される。誤発表率

は（「予測確率○％以上」の回数）/「現象なし」の回

数）で定義され、気候的出現率の低い現象を対象とす

る場合は値が小さい。例えば、予測確率 30％以上のと

きに予報を発表する場合、新ガイダンスの西日本の捕

捉率は約 65％、誤発表率は約 10％、旧ガイダンスでは、

捕捉率は約 55％、誤発表率は約 10％と読み取れる。 

 

ガイダンスは、データが正規分布をしていると

いう仮定の下で作成している。このため、降水量

や降雪量など観測値が正規分布していない要素に

ついては値を４分の１乗することで正規化してい

る。今回ガイダンスの参照格子点を変更したため、

ガイダンス値がこれまでと同様に正規性が認めら

れないことを確認するため Shapiro-Wilk検定7を

行った。結果を第 1.3.4表に示す。北海道日本海

側では 12月中旬から２月下旬にかけては、P値が

0.05以上となり正規分布であることを棄却でき

ないが、東北日本海側は１月上旬～２月上旬のみ

だった。他の地域は全ての期間で、正規性が認め

                                                      
7 標本 x1,…,xnが正規母集団からサンプリングされた

ものであるという帰無仮説を検定する方法。 
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られなかった。北海道日本海側は、正規性が棄却

されない期間が多いため、正規化を行わないこと

とし、その他の地域はこれまでと同様に正規化す

ることとした。 

 

（２） 地域平均に用いる格子点の変更 

早警ガイダンスは、旧ガイダンスでは各地とも

１か月予報ガイダンスと同じ格子点を用いて地域

平均を作成していた。例えば、長野県北部・群馬

県北部のガイダンスであっても関東甲信地方の格

子点を用いていた。新ガイダンスでは、対象地域

直上の格子点を用いるように変更している。また、

陸面積率の閾値を 50％以上としている。（１）で

述べたように、観測データに山地のアメダス地点

を多く用いているため、モデルの地域平均を行う

際も山地の割合が相対的に大きくなるよう閾値を

高めに設定した。地域平均に用いた格子点を第

1.3.12図に示す。 

 
第 1.3.12図 地域平均に使用した格子点 

図中左上端のカラーバーは陸面積率（％）を表す。 
 

（３） 仮予測因子の検討 

１か月予報ガイダンスと同様に仮予測因子の見

直しを行い、多重共線性を考慮し互いに相関の高

い要素をあらかじめ排除した上で回帰式を作成し

た。回帰式に選択された仮予測因子は第 1.3.1表

に示したとおり、各地域とも基本的には地上気温

又は 700hPa気温を強制している。各地域とも、降

水量よりも気温の方が降雪量と相関が高く、その

ため気温を強制した場合の方が精度は良いと考え

られる。一方で、冬の北海道日本海側のみ例外で、

700hPaの湿数を強制している。北海道日本海側は、

気温を仮予測因子に強制して回帰式を作成しても

精度が悪く、いずれも BSSは負となった。数多く

の予測因子の組み合わせを試行した結果、BSSが

正となった組み合わせが、今般作成した回帰式の

組み合わせとなっている。 

 

（４） 精度評価 

降雪量の早警ガイダンスについては、新旧ガイ

ダンスで評価の対象期間が異なるため、精度の比

較ができない。このため、ここでは新ガイダンス

のみについて述べる。 

はじめに、降雪量の全期間8（11月から３月）

の早警ガイダンスのリードタイム６日及び９日の

BSSを第 1.3.13図に示す。リードタイム６日に注

                                                      
8 ガイダンス作成に用いた期間の始まりは地域によっ
て異なる。 
北海道日本海側：10 月下旬から 
東北日本海側、群馬県北部・長野県北部、北陸、岐阜

県山間部：11 月上旬から 
近畿日本海側、山陰：11 月中旬から 

第 1.3.4表 正規性の検定の結果 

Shapiro-Wilk検定による W検定の結果。北海道日本海

側と東北日本海側以外は省略。「標本が抽出された母集

団の分布は正規分布である」という帰無仮説を検定す

る。P値<0.05で帰無仮説を棄却する（赤字）。W値は

Shapiro-Wilk検定の基本統計量。標本数は 150（ガイ

ダンスを作成する際は対象旬の前後２旬を加える）。 

  北海道日本海側 東北日本海側 

初期日 W値 P値 W値 P値 

11/30 0.94 0.00 0.71 0.00 

12/10 0.97 0.00 0.87 0.00 

12/20 0.99 0.43 0.98 0.01 

12/31 0.99 0.29 0.98 0.04 

1/10 0.99 0.56 0.99 0.46 

1/20 0.99 0.58 0.99 0.37 

1/31 1.00 0.98 0.99 0.49 

2/10 0.99 0.79 0.99 0.16 

2/20 0.99 0.62 0.98 0.02 

2/28 0.99 0.18 0.93 0.00 

3/10 0.92 0.00 0.86 0.00 
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目すると、北海道日本海側を除けば、各地域とも

早警の対象期間の精度は確保できていると言える。 

 

第 1.3.13図 全期間（11月から３月）のリードタイ

ム６日及び９日の降雪量の早警ガイダンスの確率的予

測精度(BSS) 

 

次に、信頼度曲線を第 1.3.14図に示す。概ね

50％程度までは対角線に沿って右肩上がりで信頼

度は高いが、それ以上の確率になると、対角線か

ら離れており、信頼度は低い。続いて、リードタ

イム６日の ROC曲線を第 1.3.15図に示す。早警の

情報発表基準である予測確率 30％以上の捕捉率

は、東北・近畿日本海側で約 50％、北陸、山陰で

約 40％、群馬県北部・長野県北部、岐阜県山間部

で約 35％、北海道日本海側で 30％弱となっており、

気温の早警ガイダンスに比べると捕捉率が小さい

地域が多い。一方、誤発表率は、北海道・東北日

本海側以外は 10％以下となっておりとこちらは

気温の早警ガイダンスに比べると小さい値となっ

ている。 

地域平均７日間降雪量が「かなり多い」確率を

30％以上と予測し、実際にかなり多くなった割合

（適中率）を第 1.3.5表に示す。また、「かなり多

い」確率を 30％以上と予測したときの実際の降雪

階級（全国平均）を第 1.3.16図に示す。適中率は

北海道日本海側の 31％から群馬県北部・長野県北

部の 52％まであるが、全国平均で 43％である。た

だし、「多い」階級を含めると 78％となり、大雪

に関する異常天候早期警戒情報を発表した場合に

は、降雪量が多くなる可能性は８割程度あること

が期待される。 

 
第 1.3.14図 降雪量の早警ガイダンスの信頼度曲線 

全期間（11月から３月）の７日間降雪量の「かなり多

い」の予測確率値に関する６日目の信頼度曲線。その

他は第 1.3.10図と同じ。 
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第 1.3.15図 降雪量ガイダンスの ROC曲線 

全期間（11月から３月）のリードタイム６日の７

日間降雪量の「かなり多い」の ROC曲線の図。そ

の他は第 1.3.11図と同じ。 
 

第 1.3.5表 ７日間降雪量ガイダンスの適中率 

検証期間：長野県北部・群馬県北部 1990～2010

年、岐阜県山間部 1984年～2010年、その他の地

域は 1981年～2010年（いずれも 11～３月） 

適中率：地域平均７日間降雪量の「かなり多い」

確率が 30％以上と予測した事例中、現象のあった

割合 

地域 適中率（％） 

北海道日本海側 31  

東北日本海側 43  

長野県北部・群馬県北部 52  

北陸 42  

岐阜県山間部 41  

近畿日本海側 48  

山陰 48  

 

 

 

1.3.7 まとめ 

１か月予報モデルの更新に伴い、ガイダンスを

更新した。木曜日発表に対応しリードタイムを１

日延長した場合であっても旧ガイダンスに比べ精

度の向上を確認できた。また、リードタイムの延

長がない気温の早警ガイダンスについては、およ

そリードタイム１日分精度が向上している。一方

で、北日本や沖縄・奄美の降水量、日照時間ガイ

ダンス及び冬の北海道日本海側の降雪量早警ガイ

ダンスの精度は十分とはいえず、今後更なる改善

を検討する必要がある。前者は、週別に積算する

方法の導入により精度が改善される可能性がある。 

なお、付録にリードタイムを 1日延長した新ガ

イダンスの予測精度に関する資料を添付している。 
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第 1.3.16図 ７日間降雪量ガイダンスで「かなり多

い」確率が 30％以上と予測した時の実際の階級（全国

平均）（検証期間は第 1.3.5表と同じ） 
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付録 1.3.A １か月予報ガイダンスの精度（BSS：ブライアスキルスコア） 

図中の地域の略称は本文と同じ。 
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降雪量の秋は 11月上旬から下旬の３旬を指す。 
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付録 1.3.B １か月予報ガイダンスの精度（相関係数） 

図中の地域の略称は本文と同じ。 
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降雪量の秋は 11月上旬から下旬の３旬を指す。 
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付録 1.3.C １か月予報ガイダンスの精度（RMSE：平方根平均二乗誤差） 

図中の地域の略称は本文と同じ。 
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降雪量の秋は 11 月上旬から下旬の３旬を指す。 
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付録 1.3.D リードタイム別早警ガイダンスの精度（（BSS：ブライアスキルスコア） 

図中の地域の略称は、北海道（日）：北海道日本海側、東北（日）：東北日本海側、群・長（北）：群馬県北部・長

野県北部、岐阜（山）：岐阜県山間部、近畿（日）：近畿日本海側。 
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降雪量の検証に関して各地の秋の対象期間は次の通り 

北海道日本海側：10 月下旬～11 月下旬 

東北日本海側、群馬県北部・長野県北部、北陸、岐阜県山間部：11 月上旬～11 月下旬 

近畿日本海側、山陰：11 月中旬～11 月下旬 
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